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４ 保健福祉行政について 
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５ 市民行政について 

６ 保健福祉行政について 

７ こども未来行政について 

８ 環境行政について 

９ 経済農政について 

10 都市行政について 

11 建設行政について 

12 教育行政について 

────────────────────────── 

午 後 １ 時 ０ 分 開 議 

○議長（石川 弘君） これより会議を開きます。 

 出席議員は49名、会議は成立いたしております。 

────────────────────────── 

 日程第１ 会議録署名人選任の件 

○議長（石川 弘君） 日程第１、会議録署名人選任の件を議題といたします。 

 私より指名いたします。７番・黒澤和泉議員、８番・野島友介議員の両議員にお願いいたし

ます。 

────────────────────────── 

 日程第２ 代表質問 

○議長（石川 弘君） 日程第２、代表質問を行います。 

 自由民主党千葉市議会議員団代表、42番・中島賢治議員。 

〔42番・中島賢治君 登壇、拍手〕 

○42番（中島賢治君） 皆さん、元気ですか。自由民主党千葉市議会議員団の中島賢治でござ

います。 

 先月半ば、アメリカ大リーグ、エンゼルスの大谷翔平選手がシーズン中に最も活躍した選手

に贈られるＭＶＰに選ばれました。今シーズンは、バッターとして44本のホームランを打ち、

アメリカンリーグのホームラン王、そしてピッチャーとして10勝を上げるすばらしい成績を残

しましたが、けがで終盤の１か月が欠場となるなど、ＭＶＰに選ばれるか不安な面もありまし

た。しかし、ふたを開けてみれば、記者30人が全員一致で１位の票を入れ、議論の余地のない

堂々の受賞で、２年ぶり２度目のＭＶＰとなりました。 

 大谷選手が心から純粋に野球を楽しむ姿は、野球に興味がない人をも引き込み、見る人を幸

せな気持ちにします。彼にあこがれて野球を始めた子供たちが将来世界で活躍するようになる

ことでしょう。そして、本市からも世界に羽ばたく野球選手が出ることを願っております。時

間的には、そろそろＦＡの移籍先が決まって、ここで発表しようかなと思っていたんですけれ

ども、なかなかメディアのほうが発表してくれません。残念なことでございます。そして、何

より大谷選手の今後の移籍先が大変に気になるところであるのは、私だけではないと思います。 

 そんなことで、それでは、会派を代表いたしまして、通告に従い質問を行います。 

 初めに、市政運営の基本姿勢についてです。 

 まず、新年度予算編成についてお伺いいたします。 

 神谷市長が就任されてから早くも２年と８か月余りとなりました。就任後は、新型コロナウ
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イルス感染症への対応について、感染拡大防止と地域経済活性化の両立に向けた取組を進め、

影響の軽減に努めてこられました。 

 また、長期化する原油価格、物価の高騰への対応についても、影響の大きい住民税非課税世

帯や子育て世帯の負担軽減のほか、コスト高騰分への事業者向け支援などの対策を迅速に講じ、

市民生活と事業活動を守る取組を進められてきたところであり、市内経済の回復に向けた支え

となることを期待するところであります。 

 一方で、我が国の経済は、先月公表された本年７月から９月期の国内総生産が３期ぶりにマ

イナス成長となるとともに、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなってお

り、市税収入への影響も懸念されることから、決して楽観できる状況ではありません。 

 こうした中、いよいよ来年度の予算編成作業が本格化することと思います。人口減少や少子

超高齢社会の進展に加え、市有施設の更新や物価高騰への対応など、行政が抱える問題は山積

しており、例年以上に難しい予算編成になるものと推測しております。 

 そこでお伺いいたします。 

 新年度予算編成における取組についてお聞かせください。 

 次に、物価高騰対策についてです。 

 物価高の状況が長期化する中、政府は、先般、デフレ完全脱却のための総合経済対策を取り

まとめたところであります。本経済対策は、コロナ禍の３年間を乗り越え、我が国経済が改善

しつつある状況の中、成長の成果を国民に適切に還元するべく、物価高から国民生活を守る、

地方、中堅、中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現するなど、５本の

柱で構成されており、日本経済が熱量あふれる新しい経済ステージに向けて、そのスタートダ

ッシュを図るためのものとなっております。 

 その中でも、まずは、足元の物価高から国民生活、事業活動を守る対策に万全を期すことと

され、電気、ガス料金の激変緩和措置の延長や地域の実情に応じて柔軟に活用できる重点支援

地方交付金の追加等が盛り込まれたところです。 

 神谷市長におかれましては、これまでも物価高騰への対応に取り組まれておりますが、こう

した国の対策を踏まえ、今後のさらなる取組を期待するところであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 本市の今年度の取組とその評価、今後の対応についてお聞かせください。 

 次に、千葉開府900年に向けた取組についてです。 

 令和８年に迎える千葉開府900年という大きな節目まで、あと３年を切ったところであり、

まさにこれから機運を少しずつ高めていく段階にあると感じています。 

 1126年、現在の中央区亥鼻付近に本拠を移し、千葉のまちを開いた千葉常重や挙兵後に敗走

してきた源頼朝をいち早く助けた息子の常胤、その子供たちである千葉六党らの当時の活躍に

思いをはせ、市民が本市のまちの歴史を実感するとともに、先人たちの築いたまちの未来につ

いて考える大変重要な機会がもうそこまで来ています。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、これから千葉開府900年に向け取組を進める上での基本的な考え方について。 

 ２点目に、千葉開府900年となる2026年に向けてどのようなスケジュール感で取り組んでい

くのか、お聞かせください。 

 次に、再生資源の屋外保管に関する条例についてです。 
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 令和３年11月に全国初となる設置許可制を導入した千葉市再生資源物の屋外保管に関する条

例が施行されてから、約２年が経過いたしました。本市のスクラップヤードの状況を見ると、

道路から見えるほど高く山積みになっているようなものは見かけなくなり、次々乱立していた

建設も落ち着きを見せていると感じられます。また、その間、千葉県をはじめ、本市と同様に

スクラップヤードに係る問題を抱えている他の自治体でも、条例制定の動きが見られています。 

 これは、本市の規制モデルが一定の成果を出していることにより、他自治体にも広がってい

るものと考えております。 

 そこでお伺いいたします。 

 条例施行からの２年間において、本市ではどのような取組をしてきたのか、お聞かせくださ

い。 

 次に、2024年問題への本市の取組と方向性についてです。 

 バス、タクシーなどの公共交通事業者においては、慢性的な運転手不足が課題となっている

中、来年４月から、運転手の労働時間に関する規制の強化など、いわゆる労働環境改善がなさ

れます。これにより、長時間労働の是正やワーク・ライフ・バランスの改善、運転疲労の軽減

などによる運転手の処遇改善が期待されますが、同時に１人当たりの労働時間が短くなること

で路線バスの運行時間短縮や長距離トラックの輸送能力低下などの懸念があることから、2024

年問題としてクローズアップされています。 

 一方、多くの路線バス事業者においては、利用者がコロナ禍前の水準まで回復せず、運輸収

入が伸び悩んでいることに加え、慢性的に続く運転手不足に拍車がかかり、変更後の労働基準

に対応するため、運行ダイヤ見直しによる減便や路線廃止などが実施、計画されていると伺っ

ております。 

 本市における例として、昨年７月には、平山線と千葉中線の大部分が廃止となったほか、本

年10月１日から大幅減便が実施されている千葉中線の残区間、通称大椎台団地線と都賀線の２

本の路線バスが来年３月末で廃止となるとのことで、路線維持や移動手段の確保を望む要望が

多く寄せられております。 

 当局におかれましては、公共交通ネットワークの維持、確保に向けて、コロナ禍での事業継

続支援やバス運転手の確保支援などを進めていると承知しておりますが、本市において路線バ

スは、ＪＲ線や京成電鉄線、千葉都市モノレールなどの鉄軌道駅を起点、終点として、沿線の

住宅地等を経由し、郊外部や隣接市まで広範囲にわたりネットワークが形成されており、人口

割合で約９割の居住地をカバーしていることからも、市民の移動を支える公共交通として必要

不可欠なものであります。他都市では、路線バス事業者に対して様々な支援を講じていること

から、本市も路線維持のための支援策を講じる必要があると考えます。 

 また、残念ながら路線バスが廃止され、新たに公共交通不便地域となった地区においては、

身近な移動手段の確保のため代替交通手段の検討等を進めるべきと考えます。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、路線バス事業者の運転手確保に向けた取組への支援について。 

 ２点目に、路線バスによる公共交通ネットワークの維持に対する支援について。 

 ３点目に、新たに公共交通不便地域となる地区への対応についてお聞かせください。 

 次に、総務行政についてです。 

 まず、行政改革の推進、事業に対する評価と目標設定についてお伺いいたします。 
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 我が国では、将来、労働力人口が大幅に減少すると見込まれています。既に様々な分野にお

ける人材不足も懸念されており、人材の確保が官民を問わず大きな課題となっていると聞いて

おります。 

 こうした中、近年、本市では、児童虐待やコロナ等の新興感染症への対応に当たる専門職の

確保が課題となり、計画的な採用に努めていると認識していますが、今後も、専門職を中心に

自治体間での人材獲得競争のさらなる激化が予想されるところです。 

 また、コロナによる様々な社会変容やその後の状況の変化、デジタル化の進展等、本市を取

り巻く状況は変化し続けており、行政は、各種施策を展開しながら、様々な課題や多様化して

いる行政ニーズに確実に対応していかなければならないと考えております。 

 こうした状況下では、将来的な展望に立ち、必要な職員体制を整備した上で、これまで当た

り前に行ってきた行政運営についても見直しを検討するなど、前例にとらわれない柔軟な見直

しを図っていく必要があるのではないでしょうか。 

 本市においては、千葉市行政改革推進指針を策定し、将来を見据え、戦略的な事務事業の見

直しを実施していると聞いておりますが、我が会派としても、将来を見据えた職員体制の整備

や不断の行政改革を行い、限られた行政資源を有効に活用して、持続可能な行政運営を実現し

ていくことが重要であると考えているところです。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、本市の行政改革はどのように進めているのか。 

 ２点目に、確実な施策の推進のために必要な人材確保と職員体制についての考え方はどうな

っているのか。 

 ３点目に、本市の事務事業の見直しに向けた事業の評価と目標設定について、お聞かせくだ

さい。 

 次に、地震被害想定の見直しについてです。 

 平成23年３月に発生した東日本大震災では、大きな被害のあった地域だけでなく、全国の自

治体において、被災による課題や教訓をもとに防災対策の見直しが行われてきました。そのよ

うな中、本市の防災関連計画の礎となる地震被害想定調査が実施、公表されたのは、平成29年

３月であり、既に長い年月が経過し、その間、本市は令和元年の風水害により大きな被害を受

けるとともに、その後のコロナ禍は、災害対応の現場においても避難所における感染症対策の

強化が求められるなど、大きな影響を与えました。 

 これまで、本市の防災対策は、首都直下地震のリスクに備え、地震対策に重点を置いた対策

となっており、令和元年に経験した暴風による倒木が引き起こした停電や住宅街を襲った土砂

災害など、風水害の想定が十分ではなかったのではないかと感じているところです。 

 このような状況に対応するため、地震被害想定調査の見直しを行うとともに、風水害も調査

対象に加え、これらに基づいた最新の防災対策に関する知見を取り入れ、地域防災計画などの

見直しを行っていく必要があると考えます。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、地震被害想定調査の見直しについて。 

 ２点目に、調査の対象に風水害も加えることについて。 

 ３点目に、調査に基づく各種計画の見直しについて、お聞かせください。 

 次に、財政についてです。 
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 新庁舎についてお伺いいたします。 

 新庁舎では、対話と挑戦とのコンセプトのもと、業務の生産性向上やコミュニケーションの

活性化等を図るため、机を引き出しのない大型天板デスクへ変更したほか、業務の状況に応じ

て執務場所を選択できる多様な執務スペースの設置、また、グループアドレスの導入など、大

胆なオフィス改革を行い、これまでの固定化した自席の在り方や執務環境が大きく変化してい

ると伺っております。 

 本年６月の全面開庁から半年が経過しましたので、職員の働き方の変化など、新庁舎へ移転

した効果がそろそろあらわれてきているのではないかと考えています。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、新庁舎へ移転した効果について。 

 ２点目に、今後の課題や取組についてお聞かせください。 

 次に、保健福祉行政についてです。 

 まず、高齢者保健福祉推進計画・介護保険事業計画についてお伺いいたします。 

 戦後ベビーブーム世代である団塊の世代が全て75歳以上の後期高齢者となる2025年は目前で

あり、2040年には団塊ジュニア世代の全てが65歳以上となり、３人に１人が高齢者という時代

になります。 

 高齢福祉については、現在、３年間の施策の方向性などを定める高齢者保健福祉推進計画・

介護保険事業計画の策定が進められているとのことですが、今後の超高齢化社会においては、

医療、介護、住まい、健康づくりや介護予防、買い物や移動といった生活支援など、数多くの

課題に直面していくことになります。 

 現行計画の令和３年から５年度の期間では、コロナの影響を受け介護の需要が増えました。

このような状況も踏まえて、次期計画では、介護サービス、要介護認定者数や給付費の見込み

など、検討すべき課題も多いのではないかと思います。そして、介護給付費が増えれば、それ

に伴い介護保険料の改定も必要となります。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、現行計画における高齢者の身体状況や社会参加の状況のほか、介護サービスの実

施状況や施設整備など、高齢者福祉の現状について。 

 ２点目に、今後重点的に取り組む事業、コロナの教訓に基づいた取組や介護保険料の見通し

など、現在策定中の次期計画の方向性について、お聞かせください。 

 次に、生活保護の適正実施についてです。 

 本市における生活保護受給者数は、本年９月に２万1,467人と、昨年度との比較ではおおむ

ね横ばいとなっていますが、人口に占める割合は２％を超える状況が続いております。また、

生活保護事業の決算額は、令和３年度が約353億7,000万円、令和４年度が約361億6,000万円と

多額の公費が投入されており、増加傾向も顕著となっています。生活保護は、支援を必要とす

る人には保護を実施する必要がありますが、税金が原資であるため適正な給付が行われなけれ

ばなりません。 

 以前より、我が会派は不正受給対策について質問をしておりますが、今回は、生活保護費の

中で最も多い医療扶助費について取り上げます。医療扶助費は全体の40％程度を占めているこ

とから、その適正化の取組を進める必要性は高いと考えます。 

 そこで、３点お伺いいたします。 
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 １点目に、本市の生活保護事業費における医療扶助費の増加要因について。 

 ２点目に、医療扶助の適正実施の取組状況について。 

 ３点目に、医療扶助の適正実施の課題と今後の取組について、お聞かせください。 

 次に、こども未来行政についてです。 

 公立保育所の民営化について、お伺いいたします。 

 老朽化した公立保育所の施設管理については、令和３年１月策定の公立保育所の施設管理に

関する基本方針に基づき、民営化、公立による建てかえ、統廃合等の手法により進められてお

り、我が会派としては、この基本方針に基づき建てかえによる民営化の着実な遂行に期待して

おります。 

 基本方針策定後、これまで２か所の民営化を実施したことは評価するところでございますが、

一方で、一部の保育所において民営化の時期が遅れていると聞いております。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、民営化の進捗状況及び課題について。 

 ２点目に、課題に対しどのように対応していくのか、お聞かせください。 

 次に、環境行政についてです。 

 プラスチックごみの分別再資源化について、お伺いいたします。 

 地球温暖化対策の枠組みであるパリ協定において、全ての締結国を対象に温室効果ガスの大

幅な削減が求められている中、プラスチックの焼却が多量の温室効果ガスを排出することやポ

イ捨て、不法投棄に起因する海洋プラスチックごみ問題が世界的に問題視されています。 

 我が会派の予算要望において、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づく

施策の推進を要望しており、プラスチックごみの削減や再資源化は、環境行政における重要課

題の１つであると考えています。 

 本市では、今年度スタートした一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に、プラスチックの分別収

集及び再資源化の実施に向けた検討を位置づけ、進めていると聞いております。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、プラスチックごみ削減に関するこれまでの取組について。 

 ２点目に、プラスチックごみの分別、再資源化に対する検討状況について、お聞かせくださ

い。 

 次に、経済農政についてです。 

 まず、大規模イベントについて、お伺いいたします。 

 本市では、大規模イベントとして、ZOZOマリンスタジアムにおいて、昨年度から２年連続で

Ｘゲームズが開催され、一部の競技において雨の影響を受けましたが、市民招待や子供たちの

見学会等、多くの市民にアクションスポーツを楽しんでいただけたものと思います。 

 また、大規模イベントの市内開催による効果については、第３回定例会において、当局から

Ｘゲームズ千葉の大きな広報効果が示されたことから、経済面を含め相応の効果が本市へもた

らされたものと認識しております。 

 現時点では、組織委員会から、次年度の開催について正式には発表されていませんが、我が

会派としては、市内で開催されることを大いに期待しているところであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 次年度のＸゲームズ開催の方向性についてお聞かせください。 
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 次に、地方卸売市場について、お伺いいたします。 

 令和２年度より策定に取り組まれている経営戦略では、施設の再整備により、老朽化した施

設や陳腐化した設備への抜本的対策を施すとともに、減少傾向にある取り扱い量を回復させ、

将来にわたり生鮮食料品の安定供給を図ることを目指しているものと認識しております。 

 本年１月末をもって、水産物卸売業者２者のうち１者が廃業したことに伴い、今年度は、取

り扱い目標や再整備後の施設規模を見直すとともに、再整備事業アドバイザリー業務委託を締

結し、整備費や工期の妥当性などを検証していると伺っております。 

 我が会派としては、世界情勢不安等に伴う燃料費及び物価高騰により建設コストが上昇し続

ける中、再整備の検討においても影響が大きいのではないかと懸念しております。 

 このような状況において、慎重に検証を進めることは理解しますが、本市における生鮮食料

品流通の重要な拠点として機能維持を図るためには、社会経済情勢の変化にも対応できるよう、

整備手法自体も柔軟に検討し、早期に計画を取りまとめ再整備に着手する必要があると考えま

す。 

 そこでお伺いいたします。 

 市場経営戦略の現在の検討状況と今後の方向性についてお聞かせください。 

 次に、有害鳥獣対策について、お伺いいたします。 

 本市の有害鳥獣による農作物被害は、年間1,200万円と高い水準で推移しています。このう

ちイノシシについては、10年ほど前から市内で目撃され、その後、農作物被害も報告されるよ

うになりました。これまで各種対策を強化してきたことで、被害を一定程度で抑えているもの

の、ここ数年は、緑区の北東部、若葉区の東部において被害が確認されるなど、生息域は拡大

しており、令和４年度のイノシシの捕獲数は145頭と、これまでで最も多くなっています。 

 また、農作物被害のうち約半分は中型獣によるもので、特にアライグマは捕獲数が年々増加

し、地域住民からも目撃や被害についての話をよく聞きます。令和４年度のアライグマの捕獲

数は316頭で、これまでで最も多くなっています。 

 これ以上農作物被害を増やさないためには、イノシシ、中型獣とも捕獲等の対策強化が必要

と考えますが、有害鳥獣の捕獲には狩猟免許が必要であり、捕獲従事者の確保が重要となって

きていると考えます。また、近年、市街地でも有害鳥獣が大きな問題になってきており、家の

屋根裏や床下に入ってきた小動物を業者に捕まえてもらったら、アライグマだった。また、庭

の家庭菜園が荒らされて困っているといった市民の声も聞くようになってきております。 

 本年10月25日には、皆さんも御存じのとおり、中央区の町なかにイノシシが出没いたしまし

た。３名の方が怪我を負ったと報道がありました。農作物被害だけでなく市街地などでの有害

鳥獣による生活被害に向けた対策も必要ではないかと考えているところです。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、本市の現在の対策について。 

 ２点目に、現在の状況を踏まえた今後の対策について。 

 ３点目に、市街地などでの生活被害に係る対策はどうなっているのか、お聞かせください。 

 次に、都市行政についてです。 

 まず、空家等対策計画について、お伺いいたします。 

 空き家対策が全国的な課題となる中、平成26年に空家等対策の推進に関する特別措置法が制

定され、本市においても、その対策に取り組んでおると思います。 
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 総務省の住宅・土地統計調査によれば、全国の空き家の総数は、平成10年から平成30年の20

年間で約1.5倍に増加し、このうち別荘などの二次的利用や賃貸用または売却用の住宅を除い

た長期にわたって不在の住宅などの居住目的のない空き家は、この20年間で約1.9倍に増加し

ております。 

 今後も、空き家はさらに増加する見込みであり、現行法による周囲に著しい悪影響を及ぼす

特定空家になってからの対応では限界があることから、国は、除却等のさらなる促進に加え、

周囲に悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合的に強化するため、現行法を改正し、

今月中には、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律が施行されるとのこ

とです。 

 改正法では、所有者責務の強化に加え、空き家の活用拡大、管理の確保、特定空家の除却等

の３本柱で対応を強化するものとなっております。 

 本市においても、これまで、空き家の問題を解決するために、様々な対策を講じてきており

ますが、現在、空き家等対策の取組の拡充強化に向けて、千葉市空家等対策計画の見直しを行

っていると伺っております。 

 そこで、４点お伺いいたします。 

 １点目に、空き家に対する現在の認識について。 

 ２点目に、さらに増加することが見込まれる現状を踏まえた計画の改定について。 

 ３点目に、法改正への対応を含めた新たな施策について。 

 ４点目に、今後の予定と取組について、お聞かせください。 

 次に、市営住宅についてです。 

 現在、空き家になっている古い市営住宅が放置されており、周辺住民からは、苦情や今後ど

うなるのか問い合わせがあります。さらに、当局では、先月13日から今月12日までの日程で、

千葉市営住宅長寿命化・再整備計画改定案のパブリックコメントを実施していると聞いていま

す。 

 市営住宅は、住宅不足解消のため建設され、市民の住生活の安定に一定の役割を果たしてき

たことは理解しております。しかしながら、現在は、民間賃貸住宅も多く建設され、さらには

今後人口減少社会を迎え、住宅数が世帯数を上回る中、これからの市営住宅の果たす役割は変

わりつつあるのではないかと感じております。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、市営住宅の役割をどう認識しているのか。 

 ２点目に、長寿命化・再整備計画は改定により何が変わるのか。 

 ３点目に、市営住宅事業を今後どのように進めていくのか、お聞かせください。 

 次に、動物公園の経営改善についてです。 

 動物公園は、市民の憩いの場として昭和60年に一次開園し、平成３年度には年間100万人を

超える来園者を集めましたが、飼育動物の高齢化や展示内容の陳腐化などにより、来園者数は

減少傾向となりました。 

 このため、経営改善を含めた園全体の再生に向け、平成26年３月に千葉市動物公園リスター

ト構想を取りまとめ、以降、展示場の再整備や様々なソフト施策を推進し、令和３年度には、

約69万人の来園者数を記録するとともに、収益が政令指定都市移行後最高になるなど、経営努

力の結果もあらわれてきているのではないかと思います。また、来年２月からは、動物科学館
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の改修も始まり、学習展示施設としての役割が向上するものと期待されているところです。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、近年の主な取組について。 

 ２点目に、事業収支状況について。 

 ３点目に、今後の方向性について、お聞かせください。 

 次に、建設行政についてです。 

 まず、道路の維持管理について、お伺いいたします。 

 道路は、市民生活に欠かすことのできない暮らしに密着した施設であることから、様々な要

望が数多く寄せられているものと思います。土木事務所は、その最前線で日々対応に当たられ

ており、大変感謝するところです。 

 土木事務所の業務は、舗装の剥がれの補修、区画線の引き直し、側溝の清掃などの維持管理

のほか、通学路の交通安全対策、歩道の段差を解消するバリアフリー化、舗装や側溝の新設改

良に加え、豪雨時の冠水対応や除雪作業など、平常時、非常時を問わず多岐にわたっておりま

す。 

 これらを実施するための土木事務所関係予算額は、今から約20年前の平成16年度からの５年

間で半減と、急激に減少しました。その後は徐々に増額されておりますが、この間、管理する

道路は増加しており、資材や労務単価等も上昇しております。特に、市民生活に影響がある維

持管理の予算で見ますと、令和２年度からの３年間では、本市の道路面積当たりの維持管理予

算額が首都圏政令市の中で最も低くなっていることからも、現在の予算規模では十分な維持管

理ができないのではないかと思うところです。 

 今年の夏は草木の生育がよく、私のところにも、いつにも増して道路の草刈り要望が寄せら

れたほか、白線が消えかかり走りづらいので引き直してほしいという要望も多くありました。 

 こうした市民の身近な要望である草刈りや区画線の引き直しなど、道路の維持管理に対する

要望にしっかりと対応していく必要があると考えます。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、土木事務所関係予算、道路延長、要望件数の推移について。 

 ２点目に、要望への対応状況と今後の取組について、お聞かせください。 

 次に、踏切道の安全対策について、お伺いいたします。 

 本年10月、銚子市の遮断機のある踏切内において、自動二輪車と列車が衝突し、自動二輪車

の運転手が死亡する痛ましい事故が発生したと報道がありました。本市においても、令和３年

に土気踏切で軽自動車と列車の衝突による死亡事故が発生したことは記憶に新しいところです。 

 国が公表する資料によりますと、鉄道と道路の立体交差化や踏切の統廃合により、踏切数は

減少しているものの、踏切事故での死亡者数は、ここ10年、ほぼ横ばい状態が続いているとこ

ろです。 

 踏切における事故原因の８割が、列車が通過する直前に横断者が踏切に進入する直前横断や

自動車や自転車などが運転操作の誤りなどにより、タイヤが踏切道を踏み外し動けなくなる脱

輪によるものであり、踏切を利用する際にはリスクが伴うものと認識しています。 

 市内には、ＪＲ、京成電鉄、京葉臨海鉄道を合わせ、69か所の踏切が存在しておりますが、

車道と歩道区間が分離されておらず、安全に横断することのできない踏切がまだまだあると感

じており、周辺住民への影響を考慮した上で積極的な安全対策の必要性を訴えてきたところで
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す。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、安全対策に関する方針について。 

 ２点目に、取組状況について、お聞かせください。 

 次に、消防行政についてです。 

 消防団員の確保対策等について、お伺いいたします。 

 総務省消防庁の発表によると、本年４月１日時点の全国の消防団員数は、前年比2.7％減の

76万2,670人となっており、２年連続で２万人以上減少しています。 

 消防団員は、地域における消防防災のリーダーとして、それぞれの地域に密着し、住民の安

全と安心を守るという重要な役割を担っており、近年の風水害を中心とした災害の多発化、激

甚化に伴い、消防団に求められる役割はますますその重要性が高まっています。 

 しかしながら、少子化の進展や被用者割合の増加、共働き世帯の増加など、消防団を取り巻

く社会環境の変化に伴い、本市においても年々消防団員数は減少しており、社会環境の変化に

合わせた消防団員の確保対策が急務となっております。 

 そのような中、本年第１回定例会に「千葉市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条

例」の一部改正案が提出され、４月１日より、地域防災力向上並びにさらなる新規入団者の確

保を目的として、大規模災害発生時における基本団員の支援活動に特化した大規模災害団員と

消防団のＰＲや火災予防普及啓発等、広報活動に特化した広報団員とで構成された機能別団員

制度の運用が開始されたところです。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、機能別団員制度導入後の入団状況について。 

 ２点目に、今後の課題についてお聞かせください。 

 次に、教育行政についてです。 

 郷土博物館の充実について、お伺いいたします。 

 先ほども触れましたとおり、令和８年に千葉開府900年を迎えるに当たり、市民に誇りを感

じてもらい、本市を担う子供たちに対しても、千葉氏をはじめとして郷土の歴史の重要性を伝

える必要があると考えます。 

 市民の郷土の歴史に対する理解を深める役割を担う郷土博物館では、千葉氏研究をはじめ、

中世史の研究員を増員し、エデュケーターを配置するなど、調査研究体制と教育普及活動を強

化していると伺っておりますが、その調査研究の成果を分かりやすく伝える情報発信機能も強

化させなければなりません。また、これを集客に着実に結びつけていくためには、博物館自体

の魅力を高める必要があると考えます。 

 開府900年を市全体で盛り上げることが求められているところ、現在、郷土博物館では、千

葉氏をはじめとする郷土の歴史を学ぶ拠点とするため、展示内容の充実に向けた取組を進めて

いると伺っております。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、郷土博物館の展示リニューアルについて。 

 ２点目に、今年度の進捗と今後の取組について、お聞かせください。 

 以上で１回目の質問を終わります。真摯なる御答弁、よろしくお願いをいたします。（拍手） 

○議長（石川 弘君） 答弁願います。神谷市長。 
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〔市長・神谷俊一君 登壇〕 

○市長（神谷俊一君） ただいま、自由民主党千葉市議会議員団を代表されまして、中島賢治

議員より市政各般にわたる御質問をいただきましたので、順次お答えをいたします。 

 初めに、新年度予算編成についてお答えします。 

 新年度予算編成における取組についてですが、これまでの財政運営に当たっては、財政の健

全性の維持に努めながら、市民生活の向上や本市の持続的発展に向けた施策に財源を効率的に

配分してきたところであり、安全・安心や子ども・教育、地域経済といった様々な分野で講じ

た各種施策により、市民サービスの向上が図られたものと考えております。 

 近い将来到来する人口減少局面においても、引き続き個人や事業者に選ばれるためには、こ

れまでの取組を進めるとともに、職住近接を生かしたゆとりある暮らしづくりや雇用、商業等

の拠点として圏域の中心的な役割を果たすまちづくりの推進など、本市ならではの特性を生か

しつつ、新たな時代を切り開く未来志向のまちづくりを進めることが必要であると認識をして

おります。 

 このような認識のもと、新年度予算編成においては、２年度目を迎える第１次実施計画事業

について、事業費の精査を行いつつ推進を図ってまいります。また、新年度の財政見通しにつ

いては、市税収入が減収となる見通しの中、少子超高齢社会の進展への対応や公共施設の老朽

化対策のほか、長引く物価高騰の影響もあり、多額の財政需要が見込まれております。 

 このような状況を踏まえて、予算編成に当たっては、これまでの財政運営の基本姿勢を堅持

し、財政の健全性の維持と行政改革の取組を推進するとともに、歳入確保に向けたあらゆる対

策を講じてまいります。 

 また、歳出においても、事業効果や必要性などを検証し、必要に応じて既存の事務事業の見

直しを行いながら、財源の効率的、重点的な配分に努めてまいります。 

 次に、物価高騰対策についてお答えいたします。 

 本市の今年度の取組とその評価、今後の対応についてですが、今年度においても、物価高騰

の影響が幅広く続いていることを踏まえ、限られた財源を活用し、各種施策を展開してまいり

ました。 

 具体的には、市民生活の支援では、影響の大きい住民税非課税世帯や子育て世帯等への給付

金の支給や学校、保育施設等の給食費支援に取り組んだところであり、日々の暮らしの一助と

なったものと考えております。 

 また、事業者支援では、コスト増が続く中小企業者への支援金の支給を実施したところであ

り、光熱費の負担軽減につながるなど、事業継続の支援に一定の効果があったものと認識をし

ております。さらに、本年10月に実施した生活応援キャンペーンについても、早期に予算額に

達する見込みとなるなど、多くの方に御利用をいただき、市民生活の下支えと地域経済の活性

化に寄与したものと認識をしております。 

 これらの対策を講じたことにより、影響の軽減に一定の効果があったものと考えております

が、物価高騰の状況はいまだ継続しており、今般の国による総合経済対策は、こうした厳しい

状況が続く生活者、事業者の皆様を支援することにより、物価高を乗り越えるべく策定された

ものと認識をしております。 

 本市としましても、こうした国の取組に呼応し、市民生活、事業活動を引き続き支援するた

め、今議会に高騰を続ける食材料費への対応として給食費への支援を追加するとともに、予定
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を大きく上回る申請をいただいた中小企業者への支援金を追加する補正予算を提案していると

ころでございます。 

 また、そのほかの施策につきましても、早急に取りまとめ、可能な限り早期の補正予算の提

案を目指し、スピード感をもって取り組んでまいります。 

 次に、千葉開府900年に向けた取組についてお答えいたします。 

 まず、取組を進める上での基本的な考え方についてですが、千葉開府900年は、市民の皆様

をはじめとする多様な主体がこの歴史的節目を迎える喜びを分かち合うとともに、過去から学

びつつ、より豊かな未来に向けて行動する貴重な機会であることから、様々な人々や団体、企

業等が現在の社会状況を踏まえながら未来志向でともに取り組むための共通の理念が必要と考

えております。 

 このまちを開いた千葉一族は、動乱と混沌に満ちた平安時代後期にあって、知力、胆力をも

って挑戦し、自ら未来を切り開くとともに、持続的な都市経営を行ってきました。彼らのこの

チャレンジスピリットを当時と同じく変化が激しく先行きが不透明な社会状況に直面している

本市に関わる全ての主体が受け継ぎ、行動することが非常に重要であると認識をしております。 

 また、人々が個性と多様性を認め合いながら自分らしく活躍できる社会の実現に向けて、

人々の主体的な成長を支える環境づくりや文化芸術・スポーツなどに親しむ機会の充実が重要

であり、こうした取組が市民の皆様のより豊かな未来はもとより、中長期的な地域社会の発展

につながるものと考えております。 

 このような認識のもとで、先月14日に開催をいたしました第１回千葉開府900年記念協議会

においてお諮りした千葉開府900年記念事業推進計画の素案の中で、官民一体となって記念事

業を推進するための基本理念を千葉一族からの学びを生かし、未来へ向けたひとづくり、文化

づくりとしてお示ししたところであり、推進計画の今年度中の策定に向け、引き続き取組を進

めてまいります。 

 次に、千葉開府900年となる2026年に向けて、どのようなスケジュール感で取り組んでいく

のかについてですが、令和６年度から８年度にかけた３か年について、それぞれ、６年度を準

備期間、７年度を先行期間、８年度を記念期間とし、段階的に取組を拡大していきたいと考え

ております。 

 まず、令和６年度は準備期間として、ロゴマークやキャッチコピーを制作し、周知、機運醸

成に取り組むほか、記念事業や記念商品についての企画を募集する予定でございます。 

 また、令和７年度は先行期間として一層の機運醸成を図るとともに、一部の記念事業を先行

的に実施する予定としており、記念期間となる８年度は、記念式典や祝祭イベントをはじめ、

多くの市民の皆様に積極的に参加していただけるよう、様々な記念事業に取り組んでまいりま

す。 

 次に、再生資源物の屋外保管に関する条例についてお答えをいたします。 

 条例施行後約２年間の取組についてですが、条例施行時に既存事業者として本市に届け出を

行った94事業場について、これまで300回以上の立入検査や日々のパトロールで条例に規定す

る保管基準を遵守しない事業者に対して改善指導を行い、さらに指導への対応が不十分なもの

について必要な措置を講ずるよう、勧告16件や命令１件を発出し、厳しく対応をしてまいりま

した。 

 加えて、条例施行前から関係部局で実施をしている合同立入調査につきましても、より強い
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指導を行うため、千葉県警察にも協力を要請し、本市職員の安全確保を目的に立入調査に同行

をいただいております。 

 その結果、９割の事業場で保管基準が遵守され、その他の事業場においても保管量が減少し

ており、また、条例で住居から近接した新規設置を制限する立地規制を設けたことにより、新

規許可が３件にとどまるなど、条例の効果が確実に出ているものと認識をしております。 

 さらに、条例施行をきっかけに他法令の違反についても強い指導を行い、条例施行時に違反

建築物を有していた80の事業場の事業者に対しては、事業場内にある全ての違反建築物を除却

するよう、勧告57件や命令３件を発出し、厳しい対応を図ってまいりました。 

 その結果、これまで６割の事業場で違反建築物が是正または一部是正されており、違反建築

物の是正指導においても、指導の効果が確実に出ているものと認識しています。 

 今後もスクラップヤードの現況を的確に捉えた立入検査や監視指導を行うとともに、本市の

指導に従わず改善が見られない事業者に対しては、引き続き厳しい姿勢で対応し、市民の皆様

の生活環境の保全に努めてまいります。 

 次に、2024年問題への市の取組と方向性についてお答えします。 

 まず、路線バス事業者の運転手確保に向けた取組への支援についてですが、本市では、これ

までも地域の身近な移動手段である路線バスの運転手確保のための支援策として、交通事業者

が実施する職員の２種免許取得に要した費用の２分の１を支援する運転手養成支援事業を実施

しており、令和２年度から昨年度までの３年間で延べ計12社、24人の運転手養成に支援してま

いりました。 

 さらなる支援の必要性の認識から、現在、各路線バス事業者が実施している運転手確保のた

めの取組や運転手不足の状況について情報収集しているところでございますが、事業者からは

支援制度の拡充や運転手の募集に関する支援等について御意見をいただいているところでござ

います。今後、国、県の動向も注視しながら、必要な支援の検討を進めてまいります。 

 次に、路線バスによる公共交通ネットワークの維持に対する支援についてですが、新型コロ

ナウイルス感染症による移動需要の低迷や燃料費の高騰などにより厳しい事業運営が続く路線

バス事業者に対しては、これまでも事業継続支援金の支給等による支援に努めてきたところで

すが、事業者からは、運賃収入や経営努力だけで路線維持を図るには厳しい状況になってきて

いると伺っております。 

 そのため、現在、路線バス事業者と市内運行に係る事業全体の収支のほか、路線ごとの収支、

利用状況等の情報提供の可否について、また、他都市の取組状況等を参考にした路線バスの維

持及び支援についてなどをテーマに意見交換を行っているところであり、地域の暮らしを支え

る交通サービスの実現に必要不可欠なバス路線の維持、確保につながる取組について検討を進

めてまいります。 

 また、公共交通の維持のためには、市民の皆様をはじめ、多くの方々に積極的に公共交通を

利用していただくことが何より大切でありますので、引き続き公共交通への自発的な行動変容

を促すモビリティマネジメントの推進に努めてまいります。 

 次に、新たに公共交通不便地域となる地区への対応についてですが、路線バスの退出により、

新たに公共交通不便地域となった地域の自治会や住民の方々からは、様々な問い合わせがある

ことから、これまで職員を派遣し、路線廃止等の影響を把握するためのヒアリングの実施や高

津戸町をモデル地区として現在進めているデマンド型交通の社会実験の経緯や利用状況など、
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本市の取組を紹介するなどの対応をしてきております。 

 また、来年３月末をもってバス路線が廃止となる大椎台団地や大宮団地などの地区におきま

しては、自治会の皆様と協力して廃止による影響を把握するための聞き取りやアンケートを実

施しているところであり、今後、課題や影響等を見極め、地域の実情に即した地域の暮らしを

支える移動手段を確保するため、引き続き、地域の方々と協力、連携し、検討を進めてまいり

ます。 

 次に、大規模イベントについてお答えします。 

 次年度のＸゲームズ開催の方向性についてですが、組織委員会からは、本市で開催する方向

で御検討いただいていると伺っております。また、これまでのＸゲームズ千葉では、雨の影響

を受け、一部の競技においてスケジュール変更や中止を余儀なくされたことから、屋内施設で

の競技開催を検討しているとのことでございます。 

 Ｘゲームズ千葉で実施してきたスケートボードやＢＭＸは、来年の夏に開催されるパリオリ

ンピックの正式競技でもあることから、来年度のＸゲームズは、さらに話題性、注目度が高ま

ると考えられ、本市で開催できれば、これまで以上のプロモーション効果が期待できます。 

 本市としましては、多くの市民の皆様がアクションスポーツを観戦できる幕張メッセなどの

大型屋内施設を有していることから、本市のブランディング及び認知度の向上、アクションス

ポーツの振興、さらには地域経済の活性化につながるよう、市内開催に向けて積極的に取り組

んでまいります。 

 最後に、地方卸売市場についてお答えいたします。 

 市場経営戦略の検討状況と今後の方向性についてですが、今年度は、水産物卸売業者１者体

制となった本年２月以降の取り扱い実績をもとに、水産物の取り扱い目標及び将来必要となる

水産棟施設規模を見直すとともに、整備費の削減や工期短縮の方向性についての検証に取り組

んでまいりました。 

 また、市場再整備に当たっては、現敷地内で営業を継続しながら建てかえることを基本とし、

新たな工事順序案の作成や屋根、外壁といった仕上げ材の単価見直しなど、工期の短縮や費用

の削減について検討してまいりました。 

 一方で、既存施設の解体や地下埋設インフラの切りかえを要する現敷地内での再整備には相

応の工期が必要であり、また、特に建設資材及び労務単価は高騰し続けていることなどから、

整備費は昨年度の検討時点よりもさらに増加する見込みとなっております。 

 このような中で、他都市の卸売市場では、行政負担の軽減を図るため、民間活力を導入する

ことにより、施設再整備を実施する事例が出てきております。本市としましても、これまで検

討してきた市が直接工事を行う整備手法を比較対象としながら、民間の創意工夫による整備費

削減及び工期短縮の可能性や敷地全体の有効活用を含めた整備手法について現在検討している

ところであり、来年度、検討がとりまとまった段階で早期に計画をお示しできるよう、引き続

き取り組んでまいります。 

 以上で答弁を終わります。私の答弁以外につきましては、両副市長並びに教育長から答弁を

いたします。 

○議長（石川 弘君） 大木副市長。 

○副市長（大木正人君） 市長答弁以外の所管についてお答えをいたします。 

 初めに、行政改革の推進、事業に対する評価と目標設定についてお答えをいたします。 
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 まず、本市の行政改革の進め方についてですが、本市におきましては、深刻化する人口減少、

少子超高齢社会の到来により、税収の減少、社会保障費などの支出の増加が見込まれているこ

とに加えまして、生産年齢人口の減少による労働力不足も見込まれるなど、行政サービスの持

続可能性に対する危機感が高まってきたことから、この危機を悲観的に捉えるのではなく、市

民のよりよい生活や希望の持てる社会を実現するための絶好の機会として捉え、抜本的な行政

改革を行っていくため、昨年３月に千葉市行政改革推進指針を改正いたしました。 

 本市の行政改革は、同指針に行政改革で目指すべき行政運営の将来像として位置づけた限ら

れた行政資源でも多様なニーズに応え続けられる行政運営の実現に向けまして、脱慣行・前例

主義、脱行政完結型、脱労働集約型の推進といった３つの改善、改革の視点から、各局区長が

従来の選択と集中に未来志向の観点を加えた中長期的な視点で、事務事業の見直しを推進する

こととしております。 

 具体的には、未来志向で事務事業の見直しを検討する改善改革企画立案シート、各所管課で

課題認識はあるものの、解決策の支援が必要な場合に行っております行革相談、各職員個人か

ら見直しのアイデアを募集し、所管局に見直しの検討を促す改善改革アイデアボックスの３つ

の取組を通じまして、戦略的な事務事業の見直しに取り組んでいるところであります。 

 次に、確実な施策の推進のために必要な人材確保と職員体制についてですが、労働力の確保

が社会全体の課題となる中、公務におきましても、児童虐待対応や健康危機管理などに当たる

専門職や災害復旧等などに欠かせない技術職などを中心に、人材確保の困難性は高まってきて

おります。 

 こうした中、将来を見据え、必要な部門には増員も行いながら、高まる行政需要への対応や

各種施策を確実に推進していくためには、人材の確保と育成に計画的に取り組んでいく必要が

あるものと考えております。 

 一方で、限りある人材を有効に活用していくことも重要であり、長期的な視点に立った戦略

的な事務事業の見直しやデジタル技術の活用に取り組むことなどによりまして、新たに必要と

なる部門への職員の再配置を進めるなど、効率的な職員体制の整備に努めてまいります。 

 次に、見直しに向けた事業の評価と目標設定についてですが、本市の事務事業の見直しは、

主に改善改革企画立案シートを活用いたしまして、各局区が主体となり、課題があると判断し

た事務事業を対象に実施しております。 

 見直しに当たりましては、当該事務事業を分析、評価し、問題を深掘りした上で、その事務

事業の将来像としてあるべき姿の設定を行い、今取り組むべきことを逆算思考で検討した上で、

その実施に向けた中期的、短期的な目標を定めまして、事務事業の着実な見直しに取り組んで

おります。 

 次に、地震被害想定の見直しについてお答えをいたします。 

 まず、地震被害想定調査の見直しについてですが、前回の調査から６年以上経過しており、

社会状況の変化に対応するため、調査の見直しが必要であると考えております。 

 具体的には、人口や都市基盤整備の変化、感染症対策の視点や在宅避難など、避難の考え方

の変化、また、個別避難計画の策定をはじめ、災害時要配慮者対策のさらなる強化が求められ

ているなど、社会全体の防災に対する考え方が変化している中、新たな地震調査方法を採用し、

より現状に即した防災対策につなげるため、来年度以降の調査見直しに向けて検討を行ってま

いりたいと考えております。 
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 次に、調査の対象に風水害も加えることについてですが、近年の気候変動に伴う風水害の頻

発化、激甚化を踏まえまして、より効果的な対策を打ち出すためには、その前提となります被

害想定調査を適切に行うことが重要であると考えております。 

 特に、令和元年の風水害における市民生活に大きな影響を与えた倒木による長期停電、記録

的な大雨による土砂災害などにつきましては、実際の被害状況を考慮するとともに、高潮など

新たな被害想定とその対策につきましても検討を行う必要があると考えております。 

 今後は、地震被害想定調査の見直しに合わせまして、風水害や地震と風水害が同時に発生し

た場合の複合災害につきましても被害想定の適切な把握に努めてまいります。 

 次に、調査に基づく各種計画の見直しについてですが、地震被害想定調査の見直しに伴いま

して、本市の防災対策の基本的かつ総合的な計画であります地域防災計画はもとより、災害時

に全庁的な対応をとるため、非常時優先業務の選定などを行う業務継続計画や市だけで対応が

できない場合に、外部からの応援を円滑に受け入れるための災害時受援計画につきましても見

直しを行ってまいります。 

 また、高齢化のさらなる進行に対応するため、避難行動要支援者名簿の効果的な活用方法や

地域と一体となった支援体制の構築などを定めた要配慮者支援計画につきましても、現状に即

した自助、公助、共助のそれぞれの役割分担などを踏まえて必要な見直しを行ってまいります。 

 さらに、これらの計画に基づいて作成をしておりますマニュアル等につきましても、全庁的

に見直しを行うなど、より実効性を高め、職員一人一人が今まで以上に適切な災害対応を行え

るように計画的に事業を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、新庁舎についてお答えをいたします。 

 まず、新庁舎へ移転した効果についてですが、移転による効果を検証するため、オフィスの

総合満足度や目指す働き方の実践度などにつきまして、移転前と移転後に職員アンケートを実

施し、比較分析を行いました。 

 主な結果といたしまして、オフィスの総合満足度は62.5％と、移転前に比べ約46ポイント上

昇し、執務環境が大きく改善するとともに、適業適所やグループアドレスなどの実践しやすさ

が向上したことによりまして、効率よく働くことができるなど、職員が移転によるメリットを

感じていることが分かりました。 

 執務環境の変化に加えまして、ワークショップやセミナーの開催など、庁内での意識醸成活

動により働き方の変容が進んでおりまして、オフィス改革としてよい結果が出たものと考えて

おります。 

 次に、今後の課題や取組についてですが、デスクの変更などに伴い、収納スペースが減少し

たことにつきまして戸惑いを感じている職員や適業適所をはじめとした新庁舎のコンセプトを

実践し切れていない職員が一定数存在する一方で、多様な執務スペースを上手に活用し、目指

す働き方を実践できている職員ほど、オフィス満足度が高い傾向であることから、コンセプト

を浸透させ、より実践度を高めていくことが重要であると考えております。 

 新庁舎で働く職員の生産性向上を図るため、今年度、庁内組織として各階ごとにフロア運営

委員会を立ち上げておりまして、課題の共有や対応策などについて検討し、庁舎の運用ルール

を改善していくほか、オフィス機能の使い方の好事例の収集、紹介なども通じまして、新たな

働き方がより定着する風土醸成を進め、質の高い行政サービスへ還元できるよう、今後も取り

組んでまいります。 
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 次に、高齢者保健福祉推進計画・介護保険事業計画についてお答えをいたします。 

 まず、現行の計画における高齢者福祉の現状についてですが、昨年度に実施いたしました実

態調査の結果によりますと、新型コロナウイルス感染症流行前の令和元年の調査結果と比べて、

在宅高齢者の体力や認知機能などの状況には大きな変化は見られなかったものの、地域活動や

集いの場への参加など、社会参加の頻度が低下してきております。また、要介護認定の状況を

見ますと、要支援に比べて要介護の伸びが大きく、全体として重度化が進んでいる傾向にあり

ます。 

 特別養護老人ホームなどの施設整備につきましては、おおむね順調に推移しており、ニーズ

に応じた計画的な整備を進めております。 

 介護給付費につきましては、現行の第８期計画期間の３年間で約247億円、約12.5％増加す

る見込みでありまして、今後も給付費は増大していく見通しであります。 

 次に、次期計画の方向性についてですが、2040年問題を踏まえまして、在宅高齢者の様々な

ニーズに対応するための相談機能の充実と適切なサービスを支える人材の確保を最も重視すべ

きポイントとして策定を進めているところであります。 

 介護サービスや施設整備につきましては、今後も在宅向けサービスに対するニーズの増加が

見込まれることから、介護人材の確保に向けた取組を引き続き進めてまいります。また、依然

として特別養護老人ホームの待機者が本年10月時点で1,374人おりますことから、施設整備を

引き続き計画的に進めてまいります。その際、経営の安定化などを考慮し、既存施設の増床を

優先してまいります。 

 介護給付費につきましては、介護需要の増加に加えて、介護職員のさらなる処遇改善などに

よる介護報酬の増額改定が予想されることから、大幅な増額が見込まれます。 

 一方で、65歳以上の第１号被保険者数は微増にとどまる見込みでありまして、安定した介護

保険制度の運営のためには、介護保険料の引き上げが避けられない状況であるものと認識をし

ております。 

 このほか、新型コロナウイルス感染症で停滞している地域活動・社会参加の活性化、コロナ

対策の中で導入が進んだＩＣＴを活用したオンラインによる相談や講演会などを拡大していく

とともに、これらを利用できる高齢者を増やすためのデジタルデバイドの解消にも取り組んで

まいります。 

 次に、生活保護の適正実施についてお答えをいたします。 

 まず、生活保護の医療扶助費の増加要因についてですが、医療扶助費は、受給者の受療行動

や感染症の流行状況などにより大きな影響を受けますが、生活保護を受給しております世帯の

うち、高齢者や傷病者の医療需要の高い世帯が増加傾向にあることが一因と考えております。 

 次に、医療扶助の適正実施の取組状況についてですが、生活保護受給者の中には、医療機関

への頻回受診や重複受診の傾向が見られる方や食習慣、運動習慣などの生活習慣に課題がある

方が見られます。そのため、医療扶助の適正化の取組といたしまして、各区社会援護課に看護

師などの有資格者を配置し、受診や生活習慣に関する指導、主治医と連携した糖尿病などの重

症化予防の支援やジェネリック医薬品の使用促進などを行っております。 

 次に、医療扶助の適正実施の課題と今後の取組についてですが、健康で自立した生活を送る

ためには、医療扶助は必要なものでありますが、生活習慣に課題がある受給者が見られること

に加えて、医療費についての認識や関心が希薄で過剰な受診をする受給者など、医療や健康に
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関する意識を持つことが必要な方も多いことが課題であると考えております。 

 そのため、生活習慣を含めた保健指導や糖尿病の重症化予防など、健康管理支援や頻回・重

複受診の是正指導を通じまして、健康意識の醸成や適切な通院医療を促すほか、ジェネリック

医薬品の利用促進にも引き続き取り組み、医療扶助の適正実施に努めてまいります。 

 次に、公立保育所の民営化についてお答えをいたします。 

 まず、民営化の進捗状況及び課題についてですが、進捗につきましては、本年４月に小倉台

保育所と小深保育所を民営化したほか、令和６年度に民営化予定の亥鼻保育所、７年度に民営

化予定の都保育所、弁天保育所、千城台東第一保育所につきましても基本方針どおりに進んで

おります。 

 一方で、令和８年度民営化予定の宮野木保育所、天台保育所、９年度予定の都賀の台保育所

におきまして、移転先が確保できていないことや建てかえ手法の変更などにより、建てかえ時

期が変更または未定となるなど、基本方針よりも遅れが生じている保育所もあります。 

 課題といたしましては、基本方針におきまして、今後数年以内に建てかえることとしている

保育所の一部につきまして、移転用地の確保にめどが立っていないことや資材や人件費の高騰

による財政負担の増加や令和６年度から建設業界等に対する時間外労働の上限規制の適用等に

よる工期への影響が見通せないことが挙げられます。 

 次に、課題への対応についてですが、工事価格の上昇や時間外労働上限規制の適用など、保

育所整備を取り巻く状況が基本方針策定時と変化する中、財政負担を最低限に抑えながら、着

実かつ計画的に建てかえを進めるためには、早い時期に各保育所の建てかえ用地の確保に見通

しを立て、具体的な建てかえ手法や建てかえ時期を整理する必要があると考えております。 

 そのため、策定から５年後の令和７年度を目途に行うこととしております基本方針の見直し

につきまして、時期を前倒しいたしまして来年度上半期に実施することを検討しております。 

 次に、消防団員の確保対策等についてお答えをいたします。 

 まず、機能別団員制度導入後の入団状況についてですが、機能別団員制度の運用を開始いた

しました本年４月１日時点の機能別団員の入団状況は、大規模災害団員が20人、広報団員が５

人の合計25人でありましたが、11月１日現在では、大規模災害団員が30人、広報団員が８人の

合計38人となっております。また、11月１日現在の機能別団員を含む全消防団員数は706人と

なりまして、充足率は前年同月と比較いたしまして４ポイント増加の84％となっております。 

 最後に、今後の課題についてですが、大規模災害発生時に基本団員と機能別団員が連携をし、

効果的な活動を行える体制を構築することが課題と考えております。このことから、消防学校

等での災害対応訓練におきまして、団員個々の能力向上を図ることはもとより、基本団員と機

能別団員が合同で訓練を行うことで、互いに顔の見える関係を構築し、効果的な活動を行える

体制を整備してまいります。 

 今後も、消防団員の確保対策や災害対応能力の向上に取り組み、地域防災力の充実強化に努

めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（石川 弘君） 青柳副市長。 

○副市長（青柳 太君） 市長答弁以外の所管についてお答えします。 

 初めに、プラスチックごみの分別再資源化についてお答えします。 

 まず、プラスチックごみ削減に関するこれまでの取組についてですが、プラスチックは有用
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性が高く、日常生活や社会活動に不可欠である一方で、地球温暖化や海洋汚染を進行させるな

ど、環境問題の大きな要因となっており、プラスチックごみ対策は喫緊の課題であると認識を

しております。 

 本市の取組といたしましては、学生を対象としたワークショップや事業者と連携したキャン

ペーンなどの各種啓発、ごみ減量のためのちばルール協定店と連携した食品トレイなどの店頭

回収を実施しているほか、区役所などで実施中の単一素材製品プラスチックの拠点回収につい

ては、10月に回収場所と品目の拡大を行いました。 

 今後は、都川など市内４河川で実施したマイクロプラスチック実態調査を取りまとめ、結果

を周知し啓発するほか、プラスチックごみ削減に向けた動画を制作し活用するなど、さらなる

３Ｒと適正排出の推進に向け取り組んでいくこととしております。 

 次に、分別、再資源化に対する検討状況についてですが、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

における温室効果ガス排出量や再生利用率などの数値目標を達成する上で、プラスチックごみ

の分別、再資源化は重要な施策であることから、庁内にプロジェクトチームを設け、分別排出、

収集運搬、再資源化の各段階における手法の検討を進めております。 

 本年10月には、民間事業者の動向を把握するとともに、民間事業者からの提案をお聞きする

ため、サウンディング型市場調査を実施し、４事業者からプラスチックごみの再資源化手法等

について御提案をいただいたところです。 

 今後は、サウンディング調査の結果を踏まえつつ、プラスチック分別収集モデル事業を一部

地域で実施し、市民の利便性、施策としての費用対効果、脱炭素への貢献等の観点からさらな

る検討を進め、プラスチック類の再資源化による３Ｒの推進や温室効果ガスの削減に向け積極

的に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、有害鳥獣対策についてお答えします。 

 まず、本市の農作物被害に対する現在の対策についてですが、有害鳥獣の捕獲については、

鳥獣保護管理法に基づき、狩猟免許や県知事による捕獲許可が必要であり、千葉市猟友会やＪ

Ａ千葉みらい等で構成される千葉市鳥獣被害防止対策協議会が中心となって捕獲を実施してお

ります。 

 具体的には、イノシシについては、市猟友会が大型獣用の箱わな約40基とくくりわな約100

基を使用し、アライグマなど中型獣については、主にＪＡ千葉みらいの狩猟免許取得者の管理

のもと、中型獣用の箱わな約100基を使用し、捕獲を実施しております。 

 また、有害鳥獣対策は、地域ぐるみの取組が重要であることから、各種支援により、自治会

などを単位とする地域協議会をこれまでに計８地域で設置しているほか、今年度は新たに、若

葉区下田町周辺地域をモデル地区に設定し、中型獣の集中捕獲を行うなどの取組も進めている

ところです。 

 次に、現在の状況を踏まえた今後の対策についてですが、今後も、さらなる捕獲の強化が必

要であると認識をしており、箱わな及びくくりわなの増設、今年度実施した中型獣の集中捕獲

を他地域へ展開するなど、地域の実情に即した対策が重要であると考えております。 

 また、有害鳥獣対策を継続的に行っていく上で、地域の体制づくり、地域間や地域と猟友会

の連携強化、捕獲従事者の安定的な確保などが重要になると認識していることから、地域協議

会の設置促進や地域協議会の代表者や市猟友会の主要メンバーで構成する連絡会議の新たな設

置、狩猟免許の取得に向けた実践的な講習会の開催や免許取得の費用に対する補助を行ってま
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いります。 

 これらの対策により、有害鳥獣による農作物被害を低減し、農業者の皆様が安心して農業経

営ができるよう支援してまいります。 

 次に、生活被害に係る対策についてですが、本市では、近年、アライグマやハクビシンによ

る生活被害の申し出が増えていることから、令和３年度、４年度に13基ずつ、捕獲のための箱

わなを追加購入したところであり、計63基の箱わなを整備し、貸出しを行っております。 

 イノシシにつきましては、特に緑区での目撃情報が多く、住宅や事業所付近でも目撃されて

いることから、市民等の要請に基づき、市猟友会の協力を得ながら、くくりわなと箱わなを計

29基設置し、捕獲に努めております。 

 また、市民の皆様への注意喚起を図るため、イノシシを見かけた場合の対応や目撃情報など

について市ホームページでお知らせするとともに、教育委員会などと連携し、近隣の小学校や

保育所等に適宜情報提供を行っております。 

 今後は、本年10月の人身被害を伴うイノシシ出没事案を踏まえ、関係機関と連携し、特に子

供たちの通学時の安全確保に向けた早朝時間帯の連絡体制の整備など、市民の皆様への注意喚

起と安全対策の強化に努めてまいります。 

 次に、空家等対策計画についてお答えします。 

 まず、空き家に対する現在の認識についてですが、本市では、平成30年度に現行の千葉市空

家等対策計画を策定し、空き家等の発生予防や利活用の促進、特定空家等の所有者への指導、

勧告等に取り組んでまいりました。そうした中で、特定空家等の件数は年々減少傾向にあり、

これまでの対策による効果は、一定程度あらわれているものと評価しているところであります。 

 国の推計によれば、今後も、居住目的のない空き家は増加の見込みであり、本市も同様の状

況にあるものと考えられることから、空家等問題の改善には、今般の法改正も踏まえた的確な

制度運用等による空き家の発生予防や適正管理につながる即効性のある施策の実施とあわせ、

人口減少等、今後の社会経済情勢の変化や本市全体のまちづくりを見据えた取組が必要である

と認識をしております。 

 次に、さらに増加することが見込まれる現状を踏まえた計画の改定についてですが、空家等

問題の改善に当たっては、今般の法改正に基づく取組に加えて、直接、空家等問題に携わる基

礎自治体として、行政や空き家等の所有者の主体的な取組とあわせ、地域全体で課題を共有し

て解決に当たることや空き家の活用を図る地域組織や流通に関わる企業、団体の協力など、各

主体との連携した取組が重要であると考えております。 

 これらを踏まえ、改定計画案では、空き家等の発生予防、空き家等の利活用の促進、管理不

全な空き家等の解消、関係団体等の多様な主体との連携の４つの取組方針のもと、様々な施策

を盛り込み、空家等対策を充実強化してまいります。 

 次に、法改正への対応を含めた新たな施策についてですが、４つの方針ごとに新たな取組施

策を示しますと、方針１、空き家等の発生予防として相続をきっかけとした空き家の発生に対

応するため、区のおくやみコーナーと連携した、おくやみハンドブックを活用した啓発など、

建物所有者等への普及啓発を強化してまいります。 

 方針２、空き家等の利活用の促進としては、空き家の増加につながる高齢化の進展が著しい

高経年住宅団地での空き家問題の解決を図る団体への支援や空き地の有効活用及び管理の促進

を図るため、空き地バンクの実施などを新たに施策として位置づけてまいります。 
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 方針３、管理不全な空き家等の解消では、法改正により規定された管理不全空家等に対する

法令に基づく必要な措置を講じるとともに、方針４、関係団体等の多様な主体との連携では、

空き家所有者等への相談対応とともに、市からの委託により所有者探索や空き家の管理を行う

空家等管理活用支援法人にＮＰＯ法人などを指定する新たな制度の活用も検討するなど、地域

の空き家等の管理や活用に取り組んでまいります。 

 次に、今後の予定と取組についてですが、千葉市空家等対策協議会での審議などを踏まえた

計画の改定案については、年明けにパブリックコメント手続を実施し、今年度末に改定、公表

する予定としております。 

 当該計画を実質的に動かし始める来年度においては、法改正により位置づけられた管理不全

空家等に係る市民の皆様からの相談に対する初期対応業務の迅速化、効率化に向け取り組むと

ともに、防災や衛生、景観などの観点も含めた安全で安心な住環境の形成を目指し、庁内関係

部局で連携し、発生予防、利活用、適正管理など、実効性のある空家等対策を推進してまいり

ます。 

 また、現在、総務省が５年ごとに実施する住宅・土地統計調査が実施されておりますので、

その調査結果を踏まえながら、新たに生ずる課題の解決や具体的な施策の立案実施に向けて、

所有者の意向調査を含めた実態調査の実施についても検討してまいります。 

 次に、市営住宅についてお答えします。 

 まず、市営住宅の役割についてですが、ＵＲ賃貸住宅などの公的賃貸住宅を含めた重層的住

宅セーフティネットの中核として、住宅に困窮している低額所得者等に低廉な家賃で住宅を提

供することにより、居住の安定を図る役割を担っているものと認識をしております。 

 特に、近年は増加する高齢者世帯や経済的負担が大きい子育て世帯の住まいの確保といった

社会的ニーズに対応するための役割も担っているものと考えています。 

 次に、長寿命化・再整備計画の改定の変更点についてですが、改定案は、既存ストックの有

効活用という基本方針を現行計画から変更するものではありませんが、計画を長期的な市営住

宅の需要を踏まえたものとするため、直近の人口推計データなどを使用し、将来の必要戸数を

再算定しております。 

 現行計画においては、令和９年度末で5,900戸であった管理目標戸数を改定案では令和14年

度末で5,850戸といたしました。また、計画期間内に中層耐火構造の白旗団地と南町団地が耐

用年数の70年を経過するため、新たに建てかえ団地として位置づけ、集約化の検討をすること

としております。 

 さらに、政府による2050年カーボンニュートラル宣言や千葉市地球温暖化対策実行計画を踏

まえ、市営住宅の全団地について省エネルギー化や再生可能エネルギー導入を検討することと

しております。 

 次に、市営住宅事業の今後の進め方についてですが、当面は、現行計画に引き続き、耐用年

数を経過した準耐火構造の住棟について順次用途廃止し、その後、白旗、南町団地の集約建て

かえにより、令和14年度末での管理戸数を現在の6,787戸から約940戸を縮減させる予定として

おります。 

 なお、耐火構造の住棟については、長寿命化型改善を行い、できる限り有効活用を図りつつ、

建てかえに当たっては、応募倍率、公的賃貸住宅等の状況を考慮するとともに、民間賃貸住宅

の状況も踏まえ検討を進めてまいります。 
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 次に、動物公園の経営改善についてお答えします。 

 まず、近年の主な取組についてですが、チーター、シマウマなどを展示する平原ゾーンを令

和３年度にフルオープンし、今年度は残る２つの未整備ゾーンである湿原ゾーンと森林ゾーン

の設計業務に着手しております。 

 また、ソフト施策として、入園料のキャッシュレス対応やオンラインチケットシステムを導

入するとともに、新たな人流や地域の回遊性の創出、さらには来園者の増加を目的に、約90の

市内の集客施設や飲食店等と連携した年間パスポート提携パートナーシップを開始いたしまし

た。その他、公式アプリやＳＮＳを活用して様々な動物の日常の姿の動画配信や入園割引券等

の配布を行うとともに、自動運転モビリティーによる園内サービスの導入や動物福祉について

考えるワークショップを開催するなど、動物公園の新たな楽しみ方の提案を継続的に行ってお

ります。 

 次に、事業収支状況についてですが、動物公園における人件費や経常経費といった運営経費

に対する入園料や駐車場使用料などの事業収入の割合は、リスタート構想策定直後の平成26年

度が28.9％、27年度が26.8％と30％以下でありましたが、令和２年度が39.9％、３年度が

56.4％、昨年度が43.5％と、改善傾向にあります。今後も、持続可能な運営体制の構築に向け、

事業収支に留意し、そのさらなる改善に努めてまいります。 

 次に、今後の方向性についてですが、引き続き、湿原ゾーンなどの未整備ゾーンのオープン

に向け取組を進めるとともに、ＩＣＴの活用などによる新たなサービスの提供や動物の新たな

魅力の発信、さらには、本市における動物や動物園をめぐる学術の場を意味するアカデミア・

アニマリウムに基づく講座やワークショップの開催など、ハードとソフトの両面での施策を展

開し、集客力の強化に向けて様々な施策を引き続き実行してまいります。 

 また、動物園の社会的、教育的な役割を果たしていくため、動物福祉や種の保存、調査研究、

環境教育に取り組んでいくとともに、社会教育施設としての認知度の強化に向け、博物館法に

基づく登録博物館の取得を目指してまいります。 

 次に、道路の維持管理についてお答えします。 

 まず、土木事務所関係予算、道路延長、要望件数の推移についてですが、土木事務所関係予

算については、平成16年度の約95億円から20年度は45億円と減少しましたが、その後増額し、

今年度は、昨年度２月補正予算を含め97億円となっております。 

 道路延長については、市道の認定路線延長が平成16年４月時点の3,314キロメートルに対し、

本年４月は3,515キロメートルと1.1倍に、本市が管理する国道、県道が同じく111キロメート

ルに対し146キロメートルと1.3倍になっております。 

 要望件数については、平成30年度に約１万3,000件ありましたが、コロナ禍の令和２年度に

約8,000件と一時的に減少し、昨年度は約１万件となっております。このうち、草刈りの御要

望は増加傾向にあり、昨年度約500件、区画線の引き直しを含む安全施設等修繕は、例年約900

件となっております。 

 次に、要望への対応状況と今後の取組についてですが、昨年度に受け付けた御要望のうち、

計画的に対応すべきものや補修まで至らない小さな傷みなどの経過観察中のものを除いた残り

97％を処理しており、小規模な約9,000件を直営業務で対応し、大規模なものや特殊な作業を

必要とする約1,000件を委託等で対応しております。 

 草刈りについては、年に１回の実施を基本に、安全な通行の妨げとなる箇所などは複数回実
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施しており、今後、中央分離帯などを防草シート等で覆うことで、草刈りの全体面積を減らす

取組の推進や効果的な除草方法の検討により、草刈り業務を効率化し、増加している草刈り要

望に対応してまいります。 

 区画線については、毎年、引き直し延長80キロメートル程度を実施しており、引き続き舗装

工事や警察による横断歩道等の区画線施工と同時期に行うことで効率的に進めてまいります。 

 今後も、市民要望への対応に必要な予算の確保に努め、安全・安心なまちづくりに取り組ん

でまいります。 

 次に、踏切道の安全対策についてお答えします。 

 まず、安全対策に関する方針についてですが、道路法では、道路と鉄道が相互に交差する際、

原則立体交差としなければならない。さらに、国の踏切道の拡幅に係る指針では、既存の踏切

は、事故の防止及び交通の円滑化を図るため、立体交差化もしくは踏切の統合や廃止により、

その除却に努めるべきとされております。ただし、歩道がないなど緊急に対策が必要な場合に

限り、拡幅などの改良を行うことができるとされております。 

 これらの法令等を踏まえ、本市では、利用者が少なく迂回が可能な踏切については廃止を、

また、遮断時間が長く、道路交通のボトルネックとなる踏切については、立体交差化や代替路

などを確保した上で廃止をすることとしております。 

 また、これ以外に、緊急に対策が必要で、地形上の理由により立体交差化などの対策が困難

な踏切については、拡幅などの改良を行っていく方針としております。 

 なお、これら安全対策の実施に当たっては、鉄道事業者と協議した上で、周辺住民への影響

を考慮し丁寧に進めていきたいと考えております。 

 最後に、取組状況についてですが、ＪＲ外房線では、土気踏切や誉田町１丁目地内の宅地尻

踏切、下宿踏切で、ＪＲ総武線と京成千葉線では第２花立踏切と花立・京成幕張本郷第１号踏

切で構成する、いわゆる花立踏切で、現在、廃止に向け地元の方々と協議や意見交換を行って

いるところであります。 

 また、歩道設置などの対策を行うため、ＪＲ総武本線では中広踏切で工事を、ＪＲ内房線で

は村田町地内の生浜踏切と、蘇我３丁目地内の第一鎌取踏切で、整備の内容や時期などについ

てＪＲ東日本と協議を行っているところです。 

 踏切における事故は、人命に直結する危険性があることや多くの鉄道利用者に多大な影響を

及ぼすおそれがあることから、引き続き鉄道事業者と連携し、地元の皆様に対して丁寧に説明

しながら、安全対策にしっかりと取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（石川 弘君） 教育長。 

○教育長（鶴岡克彦君） 郷土博物館の充実についてお答えします。 

 まず、展示リニューアルについてでございますが、令和８年の千葉開府900年に向けまして、

千葉氏をはじめといたします郷土の歴史を楽しみながら学ぶことができる拠点とするため、第

１次実施計画に基づきまして、７年度に展示をリニューアルすることとしております。 

 リニューアルに当たりましては、千葉のまちの礎を築きました千葉氏を中心とした中世はも

とより、古代から近現代に至る通史展示を実現するなど、内容のさらなる充実を目指します。 

 また、リニューアルの展示テーマは、陸と海・人とモノを結ぶ千葉と設定いたしました。こ

れを踏まえまして、次の３つの特徴によりリニューアルを行ってまいりたいと考えております。 
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 １つ目は、千葉市がわかる！千葉市ならではの通史展示・千葉氏展示の実現。 

 ２つ目は、楽しく学ぶ！ここでしかできない体験の創出。 

 ３つ目は、機能向上！入りやすく使いやすい施設に刷新であります。 

 これらの実現に向けまして、展示内容の検討を進めてまいります。 

 最後に、今年度の進捗と今後の取組についてでございますが、今年度は、リニューアルのテ

ーマを踏まえました展示内容とするための設計業務を進めております。 

 今後につきましては、来年度下半期から７年度上半期まで改修工事を計画しており、同年度

下半期のリニューアルオープンに向けまして、千葉氏特別展など、開府900年記念イベント等

の企画を着実に行うとともに、プレイベントを実施するなど、本市の魅力を発信してまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（石川 弘君） 中島賢治議員。 

○42番（中島賢治君） ただいまは、神谷市長をはじめ、両副市長、教育長より丁寧な御答弁

をいただき、誠にありがとうございました。 

 基本的な考え方は、おおむね理解いたしました。 

 ２回目は、意見、要望を述べさせていただきます。 

 初めに、新年度予算編成についてです。 

 神谷市長の新年度予算に向けての意気込みをお伺いすることができました。本市を取り巻く

状況は、少子・高齢化社会の進展や生産年齢人口の減少に加え、地球温暖化に伴う気候変動リ

スクの増大など、先を見通すことが難しい状況にあります。 

 その中にあっても、将来にわたって暮らしやすく、魅力ある都市として成長を続けるために

は、豊かな自然と大都市の機能を合わせ持つ本市ならではの特性を生かしながら、人々が住み

続けたいと思えるまちづくりを力強く推し進めるとともに、価値観やライフスタイルの変化を

的確に捉え、新たな視点からの市民サービスに取り組むことが必要であると考えます。 

 今後も状況は厳しさを増し、先行きが不透明な局面が続きますが、神谷市長におかれまして

は、引き続き強いリーダーシップを発揮していただき、難局を乗り越え、明るい未来につなが

る羅針盤を新年度予算という形で力強く示していただくことを要望いたします。 

 次に、動物公園の経営改善についてです。 

 今後も、動物公園リスタート構想に基づきハード、ソフト両面における着実な施策の実行を

求めます。 

 動物園の魅力は、やはり動物にあると思います。現在、仙台市の郡市長がジャイアントパン

ダ誘致を進めており、先月下旬には、公明党の山口代表が中国を訪問して、中国共産党の最高

指導部に郡市長の親書を手渡し、前向きな回答があったとの報道がありました。本市の動物公

園においても、こういった集客力のあるような人気動物の導入検討や動物の新たな魅力の発見

につながるような情報や体験の場の提供に努めることで、新たな価値の創出と新たな楽しみ方

の提供を図っていくとともに、博物館登録の取得により、社会教育施設として高度化するその

社会的役割を果たし、本来の動物園の使命とも言われる動物福祉や種の保存について、より一

層、充実した取組を行っていただきたいと思うところでございます。 

 次に、道路の維持管理についてです。 

 土木事務所関係予算額は、20年前の水準まで戻ったとはいえ、道路延長の増加や近年の著し
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い物価上昇なども踏まえますと、現在の予算規模で工夫しながら対応していくには限界がある

のではないでしょうか。 

 草刈りについては、基本的に年１回の実施ということで、草が伸び切った時期を見計らい実

施しているようですが、これでは街の景観が保てず、通行の支障となることもありますので、

最低でも年２回以上は必要であると考えます。 

 また、区画線については、毎年80キロメートル程度の引き直しを行っているとのことですが、

管理する道路延長に対して十分とは言えず、まだまだ消えかかっている白線もありますので、

引き直し延長をさらに増やす必要があります。 

 我が会派からの予算要望でも毎年取り上げておりますが、市民の身近な要望にスピーディー

にしっかりと応えるため、安全・安心に資する道路の維持管理費を含めた土木事務所関係予算

のさらなる増額と業務を担う土木事務所職員の増員を強く要望いたします。 

 以上、意見、要望を幾つか述べさせていただきました。 

 結びになりますが、神谷市長におかれましては、今後とも思う存分に施策を進めていただき、

市民のより豊かな暮らしと本市の発展に向けて取り組まれることを大いに期待しております。 

 我々会派一同は、神谷市長をこれからも全面的にお支えすることを改めてここに申し上げ、

自由民主党千葉市議会議員団を代表しての質問を終わります。 

 長時間にわたり御清聴ありがとうございました。（拍手） 

○議長（石川 弘君） 中島賢治議員の代表質問を終わります。 

 議事の都合により、暫時休憩いたします。 

午 後 ２ 時 43 分 休 憩 

────────────────────────── 

午 後 ３ 時 15 分 開 議 

○副議長（麻生紀雄君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 代表質問を続けます。立憲民主・無所属千葉市議会議員団代表、29番・亀井琢磨議員。 

〔29番・亀井琢磨君 登壇、拍手〕 

○29番（亀井琢磨君） 立憲民主・無所属千葉市議会議員団の亀井琢磨であります。会派を代

表いたしまして、代表質問を行います。 

 長かった新型コロナウイルス感染症との闘いを経まして、昨今、市民生活や地域経済活動に、

以前のような活気が順調に戻ってきていることを実感しております。 

 先月23日には、千葉湊大漁まつり、千葉県誕生150周年記念パレード、ヨルマチオープニン

グセレモニー等が同日に開催され、地域に笑顔とにぎわいがもたらされたことは、非常に喜ば

しく、また、運営に尽力をされました職員の皆様には深く感謝を申し上げるしだいであります。 

 また、本市では、人口減少や少子・高齢化、物価高騰といった様々な課題への対応が求めら

れる中、持続的発展に向けたまちづくりを進めるため、神谷市長のもと、執行部が一丸となっ

て各種施策の推進に取り組まれているものと承知をしております。 

 我が会派においても、市民の皆様からの御意見を踏まえて取りまとめた新年度予算編成に関

する要望書を先日、神谷市長に提出させていただいたところでありますが、市政の発展に向け

てさらなる御尽力をお願いするものであります。 

 本日は、市政の各分野におけるこれまでの取組や成果、今後の事業展望についてお伺いする

とともに、市民生活の向上のため、必要な分野には会派として提言をさせていただきたいと思
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いますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 それでは、通告に従いまして、代表質問を始めます。 

 初めに、市政運営の基本姿勢についてです。 

 新年度予算編成についてお伺いをいたします。 

 神谷市長におかれましては、就任以降、災害に強い都市づくりをはじめ、子育て世帯への支

援策のほか、都市の基盤整備や地域経済の活性化などの各種施策について着実な歩みを進めて

こられました。加えて、新型コロナウイルス感染症と物価高騰への対応という大きな２つの課

題について、市長自らが陣頭指揮をとられ、昨年度に引き続き、状況を見極めながら迅速に対

策を講じられるなど、市民の暮らしと事業活動が脅かされる困難な状況を乗り切るため、大変

な御苦労があったことと推察をするところであります。 

 特に、継続する物価高騰の状況については、今後の市政運営に大きな影響を及ぼすことが懸

念されることに加え、人口減少社会の到来といった山積する課題への対応も必要であり、難し

い局面を迎えていると考えております。 

 こうした状況であっても、我が会派としては、魅力や活力にあふれ、選ばれ続ける千葉市と

なるためには、財政健全化路線を維持しつつ、適切な投資を進めることが重要であると求めて

きたところであり、本市の強みを生かして、さらなる発展に向けた取組を進めるべきと考えて

おります。 

 そこで、新年度予算編成に当たり、物価高騰下における市政運営上の影響と未来への投資、

都市の活力の維持についてどのようにお考えか、伺いたいと思います。 

 次に、転入促進、転出抑制の取組についてです。 

 本年４月からスタートした千葉市基本計画では、2040年を展望した重要な社会変化として、

本市の総人口が2020年代前半をピークに減少に転ずる見通しを示しており、空き家、空き地の

増加による地域の魅力低下や治安の悪化、公共施設、インフラの統廃合や公共交通の利用者の

減少による都市の利便性や快適性の低下など、様々な懸念が示されております。 

 人口減少を抑制し、本市が活力ある都市であり続けるためには、特に将来を担う子育て世帯

などに本市が住まう場として選ばれることが大変重要であると考えます。 

 そこで、本市の転入促進、転出抑制に向けた取組について、２点お伺いします。 

 １点目に、本市の現状について。 

 ２点目に、今後の取組の方向性について、お聞かせください。 

 次に、子ども医療費助成制度について伺います。 

 子ども医療費助成制度については、本年８月から調剤負担の廃止や多子世帯の負担軽減、保

護者負担の月額上限設定が実施されたばかりですが、さらに、今定例会では、助成対象の拡大

と保護者負担額の引き下げに関する条例改正議案が提出をされており、従来から制度の拡充を

求めてきた我が会派としては大いに評価をするところであります。 

 改正議案の内容については、既に議案質疑や常任委員会等で明らかにされておりますが、改

めて、ここでは、子ども医療費助成制度に関して２点だけ伺っておきたいと思います。 

 １点目に、子ども医療費助成に関する本市の基本的な考えについて。 

 ２点目に、今回の改正を踏まえた評価について伺います。 

 次に、児童虐待対策について伺います。 

 令和４年度の児童虐待相談対応件数は、本市で2,472件と、前年度比195件の増加となってお
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り、引き続き、児童虐待対応の体制強化は喫緊の課題であります。本市でも、令和４年度に児

童相談所を２所化し、子ども家庭総合支援拠点を令和４年度に中央区、令和５年度に花見川区、

稲毛区に設置するなど、様々な児童虐待ケースに迅速に対応することができる体制強化を図っ

ているところではありますが、増加の一途をたどる児童虐待に迅速かつ的確に対応していくた

めには、さらなる体制の強化を図る必要があると考えております。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、児童相談所の現状と今後について。 

 ２点目に、子ども家庭総合支援拠点の現状と今後について伺いたいと思います。 

 次に、動物愛護管理施策について伺います。 

 動物愛護や動物福祉への意識や関心が高まっております。そして、全国的にも動物愛護や動

物福祉の取組が少しずつ進んでおります。 

 本市では、この間、各種施策の推進に取り組まれ、犬猫の収容頭数の減少、そして犬猫の殺

処分ゼロを実現、継続されていることを大いに評価するものですが、引き続き、飼い主のいな

い猫に関する地域からの相談、苦情や多頭飼育崩壊問題など、課題は多く存在し、動物保護指

導センターに求められる役割は増大をしております。 

 我が会派では、このような状況を踏まえ、これまでも当局に対して、センターの早期再整備

をはじめとする動物愛護施策に関して様々な要望を行ってきたところであります。当局では、

このような状況や要望を踏まえ、この間、動物愛護管理行政の在り方について鋭意検討を進め

ていることを承知しております。 

 そこで、動物愛護に係る今年度の取組と動物保護指導センター再整備の進捗状況について伺

います。 

 次に、総務行政についてです。 

 防災対策についてであります。 

 千葉県では、昨年、本市を含む地域に対し、1,000年に１回程度の確率で発生するとされる

規模の高潮及び洪水について、浸水想定区域の指定を行っております。本市でも、ハザードマ

ップに、同じ前提条件での高潮、洪水などによる浸水想定を表示しており、高潮では、美浜区

の全域、中央区の約２分の１の広範囲な浸水が予測され、また、洪水では、川沿いからかなり

離れている地域まで浸水区域が広がることが予測されております。河川が氾濫した場合、川沿

いや低地では甚大な被害が予想されるため、事前にどういった避難行動をとるべきかを知って

いただくことは、非常に重要なことと考えます。 

 市では、緊急避難場所を指定し、看板を設置して、災害種別ごとに避難の可否を示しており

ますが、現在設置されている看板は新たな浸水想定を前提に作成していないので、早急に対応

が図られるべきであります。また、避難に時間を必要とする要配慮者が利用する施設も多数あ

ることにも対応が必要と考えます。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、高潮及び洪水の浸水区域の指定を受けたことによる本市の指定緊急避難場所の指

定の考え方について。 

 ２点目に、要配慮者利用施設への対応について、お答えをいただきたいと思います。 

 次に、総合政策行政についてです。 

 新たなモビリティーの活用についてお伺いします。 
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 本年７月、改正道路交通法の施行により、新たな車両区分として、特定小型原動機付自転車

が定義をされました。この枠組みに対応するモビリティーとして、都内などでは電動キックボ

ードが主流ですが、気軽に利用できる一方で、交通違反の増加が懸念されており、交通ルール

の周知啓発、安全性の確保が課題となっているところであります。 

 このような状況の中で、千葉市では、全国的にも珍しい着座型の特定小型原動機付自転車に

よるシェアリングサービスの実証実験を行うとのことですが、この新たなモビリティーの登場

により、さらなる利便性の向上に期待を寄せる一方で、安全への対応について不安を感じる市

民の方も、やはり一定数いらっしゃるかと思うところであります。 

 そこで、特定小型原動機付自転車のシェアリングサービスに関する目的や運用方法について

伺いたいと思います。 

 次に、買い物支援についてです。 

 昨今、人口減少や経営難などに伴い、いわゆる地域のスーパーなどが閉店し、移動手段を持

たない高齢者などがいわゆる買い物難民となって困っているといった状況が地方だけでなく都

市部にも発生してきている状況があり、本市でも例外ではありません。 

 本年第２回定例会において、会派の三瓶議員も一般質問で取り上げましたが、新検見川駅周

辺及び幕張駅周辺では、スーパーの撤退が続き、地元の市民の皆さんも大変憂慮しておられま

す。このような地域における買い物支援のニーズとしては、店舗撤退による代替手段として移

動販売車を求めるものや近隣店舗までの移動手段を求めるものなど、地域の実情により多岐に

わたるため、統一的な対応が難しい問題であると認識しておりますが、今後も発生が想定され

るこれらの課題に対し、行政や事業者、地域などが連携して解決策を探っていく必要があるも

のと考えております。 

 そこで、本市における買い物支援の取組状況についてお伺いをいたします。 

 次に、財政についてです。 

 市税収入について伺います。 

 本市の令和４年度市税決算は2,054億円で、前年度との比較で55億円、2.8％の増収となって

いました。今年度は、内閣府から11月に発表された国内総生産速報値によれば、７月から９月

期の実質成長率は、ＧＤＰの過半を占める個人消費や設備投資といった内需が力強さを欠き、

前期比でマイナスとなったことから、前期比年率でマイナス2.1％に落ち込んだとのことであ

ります。 

 円安や物価の上昇、原材料など供給面での制約など、経済への影響が懸念されており、本市

においても、企業収益や個人消費などの法人や市民へ与える影響が市税収入の５割を超える市

民税等にどのように反映されるのか、見通しが気になるところであります。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、本市の令和５年度の税収見込みはどのような状況であるのか。 

 ２点目に、令和６年度の税収見通しをどのように見ておられるのか、伺いたいと思います。 

 次に、市民行政についてであります。 

 犯罪被害者等支援条例について伺います。 

 かつての時代より、犯罪の件数は大きく減少しておりますが、それでも、不幸にも犯罪被害

に遭われた方やその御家族は、一生癒えることのない深い傷を負うことになります。 

 我が会派では、従前より、例えば見舞金の支給などをはじめ、犯罪被害者への支援を進める
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ように当局に要望してまいりました。千葉県では、令和３年に犯罪被害者等支援条例が施行さ

れ、また、今年４月には四街道市と鎌ケ谷市で条例が施行されるなど、県内の基礎自治体にお

いても犯罪被害者を支援するための条例の制定が広がりつつあります。 

 国においても、平成16年に制定した犯罪被害者等基本法により、犯罪行為の被害者等に対し

て給付金の支給等を行っていますが、現在、給付制度の抜本的強化や犯罪被害者等支援弁護士

制度の創設など、犯罪被害者等への支援施策の一層の推進について検討が進められているとの

ことであります。 

 このような状況の中、本市においても、犯罪被害者等支援条例案について、先月までパブリ

ックコメントを実施するなど、条例制定に向けた検討を進めていることを承知しております。

不運にも犯罪被害に遭われた方が再び平穏な日常を少しでも取り戻していけるように、条例の

制定など支援を強化していくことが重要であると考えております。 

 そこで、３点伺いたいと思います。 

 １点目に、これまでの取組について。 

 ２点目に、どのような支援策を検討しているのか。 

 ３点目に、今後の進め方について伺います。 

 次に、保健福祉行政についてです。 

 最初に、介護人材について伺います。 

 先般、公益財団法人介護労働安定センターから、令和４年度介護労働実態調査の結果が公表

されました。これによると、介護事業所における人材確保について、不足感があるとの回答が

あった事業所は66.3％となっており、近年、この割合は60％台で推移を続けております。また、

介護事業所に従事する職員の年収は、令和３年において、職種全体の平均で約376万円と、こ

れまでに行われてきた処遇改善の効果により上昇傾向が続いているものの、現在も全産業平均

を下回る結果となっており、この賃金水準が介護人材確保に当たっての課題の１つであると言

われております。 

 このように、全国的な課題である介護人材の不足は、現在も続いており、本市においても、

人材確保は喫緊の重要な課題と認識しております。第３回定例会の我が会派の代表質疑におい

ても、現在策定中の次期介護保険事業計画において、介護人材の確保を重要なテーマとして取

組を進めていくと答弁がありました。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目は、第８期介護保険事業計画における介護人材確保策の実施状況について。 

 ２点目は、これまで取り組んできた介護人材確保の課題と次期計画における取組についてお

答えを賜りたいと思います。 

 次に、産後ケア事業についてお伺いします。 

 産後ケア事業は、産後の母親の心身のケアや育児のサポートをすることにより、育児不安を

軽減し、安心して子育てをするために重要と考えております。 

 我が会派では、たびたびその動向について質問し、自己負担額の引き下げ等、効果的な支援

の実施を求めてきたところであります。当局は、利用者のニーズを受けて、令和４年度には、

宿泊型、訪問型に加え、日帰り型を導入し、令和５年度は参入する日帰り型事業者を確保する

ために家賃助成も始めたところであります。 

 そこで、２点お伺いします。 
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 １点目は、現在の利用状況について。 

 ２点目は、今後さらに制度を充実させていくための課題とその取組についてお伺いいたしま

す。 

 次に、千葉市斎場について伺います。 

 例年、冬場は死亡者が増加するとされており、本市で唯一の千葉市斎場においても、冬場に

おいては火葬が集中し、お亡くなりになってから火葬に至るまでに相当な期間を要していると

聞いております。 

 特に、今年の１月については、火葬までに10日以上を要し、御遺体の保管費用として10万円

以上を請求されるケースなど、御家族、御親族の金銭的な負担も増大していると伺っておりま

す。今後も、超高齢社会の進行に伴い、本市の火葬需要もますます増大していくことが確実と

なる中、こうした現状や課題を踏まえた適切な対応が不可欠であると考えております。 

 そこで伺いますが、千葉市斎場における火葬集中期の現状と対応について、市の御見解を伺

います。 

 次に、こども未来行政についてであります。 

 保育の質の向上について伺います。 

 本市では、これまで保育需要の受け皿確保のため、積極的な施設整備を行ってきた結果、今

年度、４年連続で待機児童ゼロを達成しました。引き続き、待機児童ゼロを達成、継続しつつ、

今後は、保育施策の重点を量の整備から、質の向上へとシフトしていくことが必要であると考

えます。 

 そのような中、本市では、市内の全ての保育者を対象として実施した保育者実態調査の結果

や学識経験者や幼児教育・保育団体等の関係者を委員とした保育の質向上検討会議の議論を踏

まえ、本年３月に、幼児教育・保育のバージョンアップ宣言を取りまとめ、さらなる質の向上

のため、各種の取組を進めているものと承知しております。加えて、保育の質の向上のために

は、保護者負担の軽減の観点も重要と考えております。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、幼児教育・保育のバージョンアップ宣言に掲げる施策の現在の進捗について。 

 ２点目に、保護者負担軽減のための取組について、当局の考えを伺いたいと思います。 

 次に、こども未来応援プランに基づく施策についてです。 

 本市では、子どもの貧困対策に関する基本理念や目標を定めた千葉市こども未来応援プラン

を平成29年に策定して、施策を総合的に進めており、令和５年度からは、第１期プランを継承

しつつ、第２期プランの取組が推進されているところであります。 

 中でも、貧困の状況にある家庭や子供たちが社会的に孤立することなく、身体的にも精神的

にも安定した毎日を過ごせるように、生活面の支援を充実させていく必要があります。特に、

生活、学習習慣や子供が安心・安全に過ごせる場所を整備することは、子供の健全な成長に大

きく寄与するものであり、重要なことと考えます。 

 学習支援では、生活困窮世帯等の小学校５、６年生への学校外教育バウチャー事業、中学校

２、３年生への学習・生活支援事業、また、子どもの居場所づくりにおいても、貧困の状況に

ある子供たちも含め、全ての子供たちに健全な居場所を提供するために、子供たちの森公園の

運営やどこでもこどもカフェの運営支援などを実施しているところでありますが、今後もさら

に充実していく必要があると考えます。 
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 そこで伺います。 

 １点目に、生活困窮世帯等への学習支援について。 

 ２点目に、子どもの居場所づくりについて伺いたいと思います。 

 次に、環境行政についてであります。 

 食品ロス削減について伺います。 

 本来食べられるにも関わらず、利用されることなく、そのまま廃棄されてしまう食品ロスは、

世界的にも大きな課題となっており、早急な対策が求められております。食品ロスを削減する

ためには、もったいないの精神で、一人一人が食べ物を無駄にせず、食品ロスを発生させない

よう、意識して行動することが重要です。 

 本市においては、本年４月からスタートした一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に内包される

形で、食品ロス削減推進計画が初めて策定をされました。市は、計画で掲げる食品ロス削減の

目標達成に向けて、着実に施策を進めていくべきであると考えております。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、食品ロスの現状と計画策定の目的について。 

 ２点目に、削減目標に向けた今後の施策展開について伺います。 

 次に、経済農政についてであります。 

 アニメツーリズムの取組について伺います。 

 近年、人気アニメ作品や漫画等の舞台やモデルとなった場所や作品などに関連する建造物や

施設をいわゆる聖地として、作品の国内外のファンが実在の場所を訪れる聖地巡礼がアニメツ

ーリズムとして認知され、全国各地で大きな経済効果を生み出しております。人気アニメとい

う有力なコンテンツを活用し、地域の認知度を向上させ、来訪者を増やすことで観光消費を増

加させるといった取組は、観光の振興はもとより、本市のブランド力の向上に一定の効果があ

るのではないかと考えております。 

 本市においても、「俺の妹がこんなに可愛いわけがない」や「やはり俺の青春ラブコメはま

ちがっている。」の２作品は、アニメツーリズム協会が認定する訪れてみたい日本のアニメ聖

地88に選定され、その舞台となる千葉ポートタワーや千葉都市モノレール、市立稲毛高校など

が根強いファンの方々からの支持を得ていることを認識しております。 

 このような中、昨年度、当局が本市を舞台とするアニメ作品を活用し、観光振興に生かそう

とする取組に着手したと聞いておりますので、そこで、２点お伺いしたいと思います。 

 １つに、令和４年度の取組と実績について。 

 ２つに、今年度の取組と今後の方向性についてお聞かせください。 

 次に、食のブランド化推進についてお伺いします。 

 千葉市食のブランド千は、農産物の付加価値向上のための施策として、優れた地域産品であ

ると同時に、社会課題の解決に貢献する市内の農産物や加工食品、食関連サービスを認定して

いる制度であり、我が会派におきましても、このブランドをきっかけに、千葉市の食が市内外

に広まっていくよう、その取組に注目をしてきたところであります。 

 制度創設以降、多くの認定品が誕生するとともに、様々な取組が行われていると承知してお

りますが、本年４月から計画期間が始まった千葉市農業基本計画で定めた3,000万円以上の売

り上げ規模層を全体の10％とする2030年の目標を達成するためには、食のブランド化の推進に

より、農産物の付加価値向上と販路拡大を進め、農業者の所得向上を図ることが重要と考えて
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おります。 

 ついては、以下の２点を伺います。 

 １つに、これまでの取組について。 

 ２つに、今後の取組についてお答えをいただきたいと思います。 

 続いて、都市行政についてです。 

 都市部における緑地保全についてであります。 

 太古の昔より、人間は自然、緑とともに共生をしてきました。緑は、市民生活に潤いや安ら

ぎを与えるとともに、都市景観や生物多様性の保全など、様々な面からも重要な役割を担って

おります。近年、改めて緑、緑地の重要性が再認識をされる一方で、社会情勢の変化等により、

緑地が減少傾向となっております。 

 そこで、本市の都市部における緑地保全の状況と今後の方針について、以下、３点伺います。 

 １つに、都市部における民有の緑地、樹林を残していくために、現在、市はどのような取り

組みを行っているか。 

 ２つに、都市部における民有の緑地、樹林を残していくための国の動向はどのような状況な

のか。 

 ３つに、今後どのように取組をしていくのか。 

 以上、お答えをいただきたいと思います。 

 次に、稲毛海浜公園リニューアル事業についてお伺いします。 

 海辺の立地を生かした市の大規模プロジェクトであるリニューアル事業については、我が会

派でも、これまでの進捗を質問してきたところであります。最近では、ビーチや海へ延びるウ

ッドデッキ、グランピングなど、新たな施設の話題や魅力をメディアを通して見聞きする機会

も随分と増えた気がいたします。 

 若い世代の関心を引くような新たなスポットができたことで、公園自体のイメージも変わり

つつあると感じており、この機運の高まりを本市の魅力発信に大いに生かしてもらいたいとこ

ろであります。 

 また、リニューアルにより休館中の施設がある中、近年の公園の利用状況がどうなっている

のか、今後どのように事業が展開されていくのかについて注目している市民も多いと思います。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目に、公園の利用状況について。 

 ２点目に、今後の事業予定についてお聞かせをいただきたいと思います。 

 次に、街路樹のデータベース化について伺います。 

 街路樹は、町並みに統一感を与えるなどの良好な都市景観の形成や都市環境負荷の低減、さ

らには、緑陰による快適な歩行空間の確保等、様々な機能を有しております。 

 一方で、令和元年の房総半島台風による倒木が多数発生したことなどの経験から、街路樹の

安全管理に対する市民の関心が高まっており、今後、より適正に管理していくことが求められ

ている中、その実現のためには、街路樹に関する情報をデータベース化し、個々の街路樹の状

況を細かく把握していくことが重要と考えております。 

 これまでも、会派の代表質疑で取り上げ、令和４年第３回定例会において、当局から、モデ

ル路線において個々の街路樹にナンバーを付与する個体識別管理の取組を進めていると御答弁

をいただいたところであります。会派といたしましても、モデル路線における実施効果や運用
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上の課題を十分に検証した上で、より効果的で効率的なデータベースを整備し、運用していく

ことが重要と考えます。 

 そこで、２点伺います。 

 初めに、街路樹データベース化の取組状況について。 

 次に、今後の取組について、それぞれお示しをいただきたいと思います。 

 続いて、建設行政についてです。 

 河川事業の推進について伺います。 

 今年も、全国各地で大雨による河川氾濫が発生し、県内では９月の台風13号の影響による大

雨で、一宮川流域などで大規模な浸水被害が発生しており、本市においても、都川や村田川が

氾濫するなど、市内各地で浸水被害が発生をしております。 

 これまでも、当局では、河道拡幅などのハード整備に加え、自助の活動を促すソフト対策と

して、危機管理型水位計による水位情報の発信や市内全河川流域のハザードマップを公開する

など、市民の皆様の生命や財産を守るため、対策の推進、強化に努めていることについて大い

に評価するものであります。 

 しかしながら、将来、台風や局地的な大雨等がさらに頻発することが想定され、浸水被害の

発生するリスクが高まっていることから、市民が少しでも安心して生活ができるよう、より一

層の対策の推進が必要であり、被害を軽減させるためには、治水機能の根幹となる河川の改修

が極めて重要であると考えております。 

 そこで、２点お伺いします。 

 １点目に、これまでの取組と課題について。 

 ２点目に、今後の取組についてお聞かせをいただきたいと思います。 

 次に、教育行政についてです。 

 まず、キャビネットの更新について伺います。 

 第２次キャビネットは、令和元年度より運用が開始され、来年度で５年目となり、更新時期

を迎えます。第２次キャビネットの導入時において、校務システムでは、支援ソフトの活用に

よる業務の効率化が期待をされ、教職員の負担軽減につながりました。また、学習システムで

は、個々の教職員のノウハウや指導用データと文書データなどを蓄積し、それらを共有するこ

とによる教育の質の担保と業務の効率化が図られました。 

 これら期待された成果が得られる一方で、システムの起動やログイン時の認証に時間がかか

る、ギガタブとキャビネット端末とのデータ連携が煩瑣であるとの声も聞いております。学校

教育におけるＩＣＴ環境が急速に進み、子供たち一人一人と教職員が端末を活用することが当

たり前となっている中で、先を見据えたキャビネットの更新を着実に実施していくことが重要

であると考えます。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目は、第２次キャビネットの成果と課題について。 

 ２点目は、成果と課題を踏まえた第３次キャビネットの更新についてお答えください。 

 次に、不登校児童生徒への支援の状況と今後の方向性について伺います。 

 令和５年10月に公表された国の児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する

調査において、不登校児童生徒数は29万9,048名と過去最多となり、本市におきましても、令

和３年度1,290名、４年度1,637名と、前年度から大きく増加をしております。 



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

令和５年第４回定例会会議録第３号（12月７日） 

－36－ 

 本市においては、令和４年度から６年度にかけて、不登校対策パッケージとして、よりよい

不登校児童生徒支援に向けた教育相談事業の整備と拡充に取り組んでいると伺っているところ

であります。しかし、不登校児童生徒は増加の一途をたどっており、不登校児童生徒一人一人

の背景やニーズは多様化していることから、より一層の個に応じた支援や働きかけが求められ

ております。また、不登校児童生徒がいつでも安心してつながることができる居場所の整備に

ついては、民間との連携も含めつつ、市として主体的に取り組んでいくことも重要であると考

えております。 

 これまでの不登校対策パッケージの取組状況の評価、見直しを行うとともに、多様な学びの

機会や安心できる居場所の提供や専門家を活用した相談体制の充実について、さらなる取組を

充実させていく必要があると感じております。 

 そこで、３点伺います。 

 １つに、多様な学びの機会や安心できる居場所の提供について。 

 ２つに、専門家を活用した相談体制の充実について。 

 ３つに、今後の不登校児童生徒支援の方向性についてお示しください。 

 続いて、教職員の働き方改革の取組についてであります。 

 令和５年８月28日付で、中央教育審議会から教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り

組むべき施策（提言）が発出され、教員を取り巻く環境整備について、直ちに取り組むべき事

項の１つとして、持続可能な勤務環境整備等の支援の充実が求められております。 

 本市においては、令和４年３月に改編を行った学校における働き方改革プランに基づき、各

種取組を進めており、令和４年度の時間外在校等時間については41時間と、一定程度改善の傾

向にありますが、依然として長時間勤務の教職員が多い状況にあるものと認識をしております。 

 そこで、本市における持続可能な勤務環境整備等の支援について、３点伺いたいと思います。 

 １点目は、教員のなり手の確保について。 

 ２点目は、年度途中の教員不足対策について。 

 ３点目として、支援スタッフの配置の充実について、それぞれお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 最後に、キャリア教育について伺います。 

 変化の激しい時代となり、キャリア形成ということをしっかり考えていかねばならない時代

となりました。産学官がしっかり連携をとることは、子供たちの将来のキャリア形成や社会的、

職業的自立に必要な基盤となる資質の向上につながっていく１つの大きな要因と考えます。 

 本市においても、現場では様々工夫を凝らしながら、子供たちの未来のため、有効なキャリ

ア教育を推し進めていただいていることと推察をいたします。 

 そのような中、令和４年４月に策定された千葉市の教育に関する大綱でも、重点的に取り組

む項目として、キャリア教育の充実が記されたところであります。 

 そこで、２点伺いたいと思います。 

 １点目に、キャリア教育の現状について。 

 ２点目に、課題と今後の方向性についてお答えをいただきたいと思います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。御答弁のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

（拍手） 

○副議長（麻生紀雄君） 答弁願います。神谷市長。 
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〔市長・神谷俊一君 登壇〕 

○市長（神谷俊一君） ただいま、立憲民主・無所属千葉市議会議員団を代表されまして、亀

井琢磨議員より市政各般にわたる御質問をいただきましたので、順次お答えをいたします。 

 初めに、新年度予算編成についてお答えします。 

 物価高騰下における市政運営上の影響と未来への投資、都市の活力の維持についてですが、

物価高騰の状況は、いまだ高い水準が継続している中、ウクライナ情勢の収束が見えず、中東

情勢の緊迫化に加え、円安基調も続くなど、影響の長期化が懸念されており、原材料価格の高

止まりや人件費の上昇等により、本市におきましても、庁内ネットワークシステム等の更新費

用の大幅な増加をはじめとして、各種行政コストが上昇するとともに、市有施設の老朽化対策

のほか、新清掃工場や若葉住宅地区新設校、新病院の建設に係る事業費の増嵩が見込まれてお

ります。 

 このため、収支状況は一段と厳しくなるとともに、市債の増額に伴う残高の一時的な上昇が

見込まれるなど、各種施策の実施に当たりましては、慎重な判断を要する難しい財政運営が強

いられるものと考えております。 

 こうした厳しい状況ではありますが、物価高騰の状況が続く中においても、市民生活や社会

経済活動の維持向上を図るとともに、人口減少が見込まれる将来においても安心して暮らせる

持続可能なまちづくりが必要であると考えており、本市の持続的発展に向けて、都市の魅力、

活力をさらに磨き上げる施策への投資が重要であると認識をしております。 

 そうした認識のもと、新年度予算編成においては、子ども・教育や健康・福祉といった市民

生活に密着した分野について、制度の拡充や相談支援体制の充実を図り、子供を産み・育てや

すい環境や健やかに安心して暮らせるまちづくりに取り組んでまいります。 

 また、市街地再開発や千葉公園の再整備など、本市特有の魅力、活力を高め、地域活性化に

つながる施策を引き続き推進するとともに、道路ネットワークのさらなる強化などにより、経

済活動の生産性の向上や地域の利便性向上を図ってまいります。 

 なお、これらの施策の実施に当たっては、事業費の増嵩による財政指標への影響や市民生活

への影響に留意しながら、事業の推進に努めてまいります。 

 あわせて、将来にわたり持続可能な財政構造の確立に向けて、歳入確保と効率的、効果的な

事業執行の推進に取り組むとともに、将来負担に配慮しながら、計画的な市債の活用に努め、

市民サービスの向上と本市の持続的発展に取り組んでまいります。 

 次に、転入促進・転出抑制の取組についてお答えします。 

 まず、本市の現状についてですが、国の住民基本台帳人口移動報告によりますと、本市の令

和４年中の転入、転出の状況は、他市町村からの転入数が４万６人、他市町村への転出数が３

万6,487人で、3,519人の転入超過となっており、東京都特別区を除く全国の市区町村の中でも

７番目に高い水準となっております。 

 また、年代別の傾向としては、同年中の住民基本台帳に基づく人口動態において、30代以下

の世代で、転入数、転出数ともに全年代の７割以上を占めており、進学や就職、結婚や出産、

子育てなどのライフステージの変化が人口移動の主な契機となっているものと考えられます。 

 そのため、さらなる転入促進、転出抑制には、これらの居住地選択の機会が多い若い世代か

ら、いかに本市が住まう場所として選ばれ、住み続けていただけるかが重要であると認識をし

ております。 
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 次に、地域別の傾向としては、本市以東、以南の都市からの転入超過が本市の人口を支えて

いる一方、県内北西部の都市との関係では、転入数、転出数ともに人口移動の規模は大きいも

のの、転出入数が拮抗しております。また、東京都23区との関係では、新型コロナウイルス感

染症拡大前の令和元年以前と比べ、転出超過数が縮小していることから、これらの地域との関

係では、さらなる転入促進に取り組む余地があるものと考えております。 

 次に、今後の取組の方向性についてですが、転入促進の取組については、居住選択に関心の

ある若い世代に向けて、本市の魅力や施策を効果的に伝える情報発信が重要と考えております。 

 そのため、東京都東部や県内北西部の都市に在住する20代、30代を中心的なターゲット像と

定めるとともに、本市に関心を持っていただくきっかけとなるＰＲ動画の制作に加え、本市の

施策を含め、分かりやすく紹介する総合ボータルサイトや民間企業等と連携したＰＲなど、複

合的な手法を組み合わせた効果的な情報発信を検討してまいります。 

 こうした取組によりまして、充実した都市機能や利便性はもとより、日常的にアクセスでき

る公園や海辺などの身近な自然を有する本市ならではの魅力を感じていただくとともに、産後

ケアの充実や４年連続待機児童ゼロを達成した保育の受入れ枠の確保、病児・病後児など多様

な需要に対応した保育環境の充実、子ども家庭総合支援拠点の整備など、本市のきめ細やかな

子育て支援の取組を知っていただき、転入先として本市を選択していただくための動機づけを

図ってまいります。 

 また、転出抑制の取組につきましては、市内の大学等を卒業した若年者に対する雇用の創出

が重要であることから、企業立地の促進や産業用地の整備などに取り組んでいるところであり

ますが、これに加えまして、転出のきっかけや転出先を選んだ理由などをアンケートなどによ

り把握し、効果的な転出抑制の手法についての検討を進めてまいります。 

 次に、子ども医療費助成制度についてお答えします。 

 まず、子ども医療費助成に関する本市の基本的な考えについてですが、子ども医療費助成制

度については、本来、国の責任において財源措置を含む全国統一の制度を創設すべきと考えて

おりますが、本市におきましては、子供の保健の向上と子育て支援の充実を図ることを目的と

して、保護者の経済状況に関わらず、全ての子供を等しく助成対象とすることが重要であると

の考えにより、所得制限を設けずに、順次、対象年齢の引き上げを行い、現在、中学３年生ま

でを助成対象としております。 

 また、本制度の安定的な継続や市民負担の公平性、限りある医療資源の有効活用などを図る

観点から、保護者の方には一定の御負担をいただくことは必要と考えておりますが、経済的負

担が大きい多子世帯における第３子以降や市民税所得割非課税世帯は無料とするなどの対応を

しております。 

 そうした中、昨今の新型コロナウイルス感染症や物価高騰などの影響を受け、経済的に厳し

い状況にある子育て家庭の負担軽減を図るため、今年度の制度拡充に続き、来年度から助成対

象を高校３年生相当年齢まで拡大するとともに、小学４年生以上の通院にかかる保護者負担額

を１回につき500円から300円に引き下げることにより、子育て支援のさらなる充実に努めてま

いりたいと考えております。 

 次に、今回の改正を踏まえた評価についてですが、今回の改正によりまして、助成対象は高

校３年生相当年齢までとなることから、現段階では、政令市や県内市町村の中で最も高い水準

となります。 
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 また、保護者負担額につきましては、政令市においては、１回当たりの金額や月額上限の設

定基準などの制度内容が様々であるため、一概に比較することはできませんが、県内市町村に

おいては、１回当たり300円が大半であり、県の補助基準と同額となっております。 

 このほか、本市が独自に、本年８月から実施している第３子以降の無料化については、政令

市や県内市町村では例がなく、多子世帯の負担軽減を図るための特徴的な施策であると考えて

おります。 

 これらのことにより、本市の子ども医療費助成制度は従来より相当程度充実したものになる

と認識をしており、今後も子育て世帯へのさらなる支援のためにはどのようなサービスが必要

か、予算の制約を踏まえながら引き続き検討をしてまいります。 

 次に、児童虐待対策についてお答えします。 

 まず、児童相談所の現状と今後についてですが、令和４年度から２所化したことにより、両

所の管轄地域が分割され、援助方針について判断する所長が２人体制となっております。この

ことにより、組織としての方針決定や事案対応への迅速化が図られるとともに、児童に対する

個々の支援についても、一つ一つの事案に検討する時間が増加したことで、よりきめ細かに対

応できるようになっております。 

 また、両所におきまして、一時保護に係る取り扱いなど、援助方針の平準化を図ることを目

的に、合同での会議や研修、業務上の課題解決に向けたワーキンググループを定期的に開催を

しております。 

 今後は、合同研修の開催や外部研修のさらなる活用、ＯＪＴの充実など、職員の専門性の向

上に努めてまいります。加えまして、将来の２所２施設化に向けて新たな児童相談所を整備す

る候補地の選定を進めているところであり、組織体制の検討とともに取り組んでまいります。 

 次に、子ども家庭総合支援拠点の現状と今後についてですが、子ども家庭総合支援拠点は、

要保護・要支援児童や特定妊婦などの支援が必要な世帯に対しまして、福祉、保健、医療、教

育等の地域の関係機関と連携して適切な支援やサービスにつなげていくなど、情報の共有や支

援体制を構築するための中核機関の役割を果たしております。 

 特に、支援ケースの緊急度や重症度により、児童相談所とは役割を明確にした上で支援する

とともに、母子健康包括支援センターがさらなる支援が必要と判断した家庭には、子ども家庭

総合支援拠点が中心となり支援を開始していくなど、これまで以上に連携強化が図られるよう

になっております。また、関係機関で実施する定期的な会議や個別ケース検討会議の開催回数、

支援対象の家庭への訪問頻度などが増加し、きめ細かな支援が可能になったと考えております。 

 今後は、依然として増加を続ける児童虐待に迅速かつ的確に対応していくためにも、必要な

人員の確保はもとより、保健師や心理士等の専門職の配置のほか、職員の専門性を高めるため

の人材育成に努めてまいります。 

 次に、動物愛護の推進についてお答えします。 

 今年度の取組と動物保護指導センターの再整備についてですが、主な取組としましては、セ

ンターにおける収容環境の改善と譲渡の推進を図るため、猫を人間の日常生活に近い空間や環

境に置くことで馴化させることを目的とした馴化部屋をセンター内に整備したほか、センター

では対応が困難な収容動物の治療を今年度市獣医師会の会員病院の御協力のもとで開始をいた

しました。 

 また、千葉県動物愛護推進員や専門家等の御協力のもと、センターに長期間収容されていた
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問題行動のある犬の馴化トレーニングを２年にわたって継続した結果、矯正され、譲渡につな

げることができたなどの成果も得ているところでございます。 

 センターの再整備につきましては、今後の本市の動物行政の基本的な方向性との整合が必要

であることから、ボランティアの皆様などを交えた意見交換会や有識者懇談会などを経て、動

物愛護管理行政のあり方の検討を進めております。 

 具体的には、動物福祉の周知啓発及び動物愛護精神の醸成、収容動物の返還、譲渡及び適正

管理の推進、新たなセンターに必要となる機能などの８項目の論点について整理し、現在、最

終的な調整を行っております。また、新センターの候補地選定を進めているところであり、今

後は、全庁的な調整を図りながら再整備に向けて取り組んでまいります。 

 次に、斎場についてお答えします。 

 千葉市斎場における火葬集中期の現状と対応についてですが、例年、死亡者が増加する冬の

火葬集中期には、お亡くなりから火葬までに７日から10日間程度を要しております。このよう

な状況を踏まえまして、例年12月下旬から２月にかけて、１日当たりの火葬受入れ件数を通常

期の36件から42件に拡大するなどの対応を図っております。 

 しかしながら、本年１月の死亡者数が前年同月比で20％以上増加したことなどに伴い、火葬

までの日数がさらに長期化し、最大で２週間程度を要した例もあり、親族の皆様には御迷惑を

おかけしているものと認識をしております。 

 このような現状を踏まえまして、短期的な対応ではありますが、今年度は、例年実施してい

る火葬受入れ件数の拡大に加え、施設の休日としている友引についても可能な限り開場するこ

とで、集中期における火葬需要に対応してまいります。 

 また、中長期的な対応といたしましては、今後も死亡者数が増加していくことを踏まえ、市

実施計画の中で斎場の在り方を検討しているところであり、引き続き、将来の火葬需要に適切

に対応するための方策について検討してまいります。 

 次に、保育の質の向上についてお答えします。 

 まず、幼児教育・保育のバージョンアップ宣言に掲げる施策の進捗についてですが、今年度、

民間保育園などへの助言、指導を行う巡回指導員や外国人児童が多く入所する公立保育所に通

訳が可能な保育補助者を増員したほか、園外活動における児童の安全を確保するため、キッズ

ガードの配置に対する助成対象施設を小規模保育事業所等にも拡充するとともに、キッズゾー

ンをＪＲ都賀駅周辺及び新検見川駅周辺に整備するなどの取組を行っております。 

 また、幼児教育・保育人材のさらなる資質向上、離職防止を目的に、研修や相談対応の拠点

機能を担う幼児教育・保育人材支援センターについては、本年10月に開設準備を行う事業者を

選定したところであり、来年４月の開設に向け、引き続き準備を進めてまいります。 

 今後も、幼児教育・保育のバージョンアップ宣言に掲げた取組を着実に進めることで、保育

の質のより一層の向上を図ってまいります。 

 最後に、保護者負担の軽減についてですが、限られた朝の時間の中で保育園の登園準備を行

うことは、保護者の皆様にとって負担であると考えております。市内の民間保育園では、多く

の園で、３歳以上児にも御飯などの主食の提供を実施しておりますが、公立保育所では、給食

室の設備面などの課題があり、３歳以上児の主食は御家庭から御持参いただいております。 

 しかしながら、公立保育所においても、主食提供を求める声が保護者の皆様からも寄せられ

ていることから、保護者負担の軽減のため、令和６年度から段階的に保育所での３歳以上児へ
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の主食提供を実施することを検討しております。 

 以上で答弁を終わります。私の答弁以外につきましては、両副市長及び教育長から答弁をい

たします。 

○副議長（麻生紀雄君） 大木副市長。 

○副市長（大木正人君） 市長答弁以外の所管についてお答えをいたします。 

 初めに、防災対策についてお答えします。 

 まず、指定緊急避難場所の指定の考え方についてですが、指定緊急避難場所は、災害の危険

が迫っている際に緊急的に身の安全を確保する施設または場所でありまして、高潮や洪水の発

生に備え、危険を避けるためには、浸水想定区域の外にある避難が可能な避難場所をあらかじ

め確認しておくことが重要であると考えております。 

 千葉県の浸水想定区域の指定を受けたことによりまして、今後、速やかに緊急指定避難場所

の避難種別について指定の変更を行うとともに、案内看板を変更するなど、市民の皆様への周

知を図ってまいります。 

 なお、本市の指定緊急避難場所は364か所ございますが、指定変更を行うことで、高潮で避

難可能な指定緊急避難場所は250か所、洪水では271か所となります。 

 指定変更によりまして、美浜区を中心に避難場所が減少することとなりますが、大規模な高

潮や洪水は、気象情報などにより事前に予測が可能でありますので、市民の皆様には早めに避

難情報を伝えることとあわせまして、区を越えた避難場所の確保や誘導、さらに交通事業者の

協力を得た移動手段などにつきましても検討してまいります。 

 次に、要配慮者利用施設への対応についてですが、過去の事例では、平成28年台風第10号に

おきまして、岩手県岩泉町で福祉施設の入所者が多数亡くなられたなどのケースがありまして、

要配慮者利用施設での防災対策は重要なものであると考えております。 

 水防法では、洪水、高潮による浸水想定区域内の要配慮者利用施設で、施設利用者の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るために、避難確保計画を作成し、避難訓練を行うことが施設管理者

に義務づけられております。 

 このことを踏まえまして、洪水浸水区域に立地する要配慮者利用施設に避難確保計画の作成

や避難訓練の実施を促す通知を継続的に行ってまいりました。その結果、本年９月末の時点で、

対象となる247施設のうち、207施設が計画を作成し、３月末の実績になりますが、81施設が訓

練を実施しております。 

 また、高潮浸水区域におきましては、昨年度県が行った浸水区域の指定を受けまして、今年

度、洪水の場合と同様の通知を送付したところでございます。今後も引き続き、各施設の対策

が進むよう、必要性などを丁寧に説明してまいります。 

 次に、新たなモビリティーの活用についてお答えします。 

 特定小型原動機付自転車のシェアリングサービスに関する目的や運用方法についてですが、

実施の目的といたしましては、令和６年度末までの社会実験を通じ、法施行後の新たな環境下

における利用状況のほか、回遊性や交通行動の変化、事業の採算性などを検証することで、将

来を見据えた多様なモビリティー導入の有効性を評価していくこととしております。 

 運用方法につきましては、本年８月に公募型プロポーザルにより選定いたしました事業者と

来年１月のサービス開始を目指し、内容を協議しているところでありますが、過去の電動キッ

クボードの実証実験の結果を踏まえまして、総武線沿線の北側までエリアを拡大するとともに、
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市内約３万人の利用者が登録するシェアサイクルのアプリやポートの共有化を図ることなどに

より、シェアサイクル利用者をはじめとした市民の皆様の移動の選択肢を増やすことや利便性

の向上につなげられるよう協議を進めてまいります。 

 また、安全性の確保といたしましては、着座型で大きなタイヤの車両を導入するとともに、

アプリなどを経由した交通ルールやヘルメット着用の普及啓発などのほか、千葉県警察とも連

携し、安全講習会の随時実施などによりまして、市民の皆様のリテラシーを高める取組を取り

入れてまいりたいと考えております。 

 今後も、庁内外の関係者と連携を図りながら、さらなる利便性の向上や安全性確保への対策

を積極的に取り入れ、新たなモビリティサービスとして根づかせていくことで、身近な移動手

段が充実した快適で活力のあふれる街の実現を目指してまいります。 

 次に、買い物支援についてお答えいたします。 

 本市における買い物支援の取組状況についてですが、買い物支援につきましては、個々の地

域に応じた支援が必要となることから、地域からの相談や要望に対しまして、関係部局の連携

のもと、当該地域の実態を的確に把握するとともに、支援の必要性や方向性を判断し、あんし

んケアセンターや社会福祉協議会区事務所などの支援機関を通じて家事援助などにつなげるこ

とやスーパーなどの事業者による移動販売や宅配サービスを御案内するなどの支援を実施して

おります。 

 こうした中、新検見川駅及び幕張駅周辺への買い物支援策として、マックスバリュ関東株式

会社から、花園、朝日ケ丘、幕張地区などをコースとした移動販売の御提案をコネクテッドセ

ンターちばにいただき、来月中のサービス開始を目指し、関係者との調整を進めているところ

であります。また、先月、生活協同組合コープみらいと包括連携協定を締結し、今後、宅配サ

ービスの利用方法も含めたスマートフォン講座を実施するなど、連携した取組を進めていくこ

ととしております。 

 今後も、個々の地域における相談、要望の内容に応じまして、事業者や支援機関、地域住民

などとの連携のもとで適切に取り組んでまいります。 

 次に、市税収入についてお答えいたします。 

 まず、令和５年度の税収見込みについてですが、個人市民税は給与所得が増加したことから、

当初予算を上回る見込みとなっております。一方、法人市民税は、一部の業種で申告税額が当

初見込みまで伸びなかったことから、当初予算を下回る見込みとなっており、また、固定資産

税は、企業の設備投資が当初見込みを下回ったことなどから、当初予算を下回る見込みとなっ

ております。 

 これらにより、市税全体で前年度決算と比べて22億円の増収となるものの、当初予算と比べ

約10億円の減収となる2,076億円を見込んでおります。 

 次に、令和６年度の税収見通しについてですが、現時点では、個人市民税は、給与所得が国

の統計におきまして引き続き向上していることから増加が見込まれる一方、固定資産税は、評

価がえによる減収が見込まれております。 

 今後の経済動向などによりまして、特に法人市民税が大きく変動する可能性があることから、

引き続き、国等の動向に注視をしてまいります。 

 次に、犯罪被害者等支援条例についてお答えをいたします。 

 まず、これまでの取組についてですが、昨年度までは、犯罪被害者等が抱える問題は、雇用
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や保健福祉、教育、経済的負担など多岐にわたることから、庁内関係課で構成される連絡会議

におきまして、犯罪被害者等への支援に関わる業務について整理をし、研修会などを通じて職

員の犯罪被害に対する理解を深める取組を行うとともに、他自治体の支援策等について調査研

究を進めてまいりました。 

 今年度は、条例の制定に向けたより具体的な検討を行うため、弁護士や学識経験者、犯罪被

害者の御遺族、千葉県警察や千葉県の職員等へのヒアリングを実施いたしまして、犯罪被害者

等への支援の在り方や必要な施策などにつきまして、それぞれの立場から御意見を伺うととも

に、他自治体の先進的な取組を踏まえて、本年10月に条例の骨子案をまとめ、先月９日までパ

ブリックコメントを実施し、市民の皆様から御意見をいただいたところであります。 

 次に、支援策についてですが、犯罪等に起因して直面する様々な問題についての相談に的確

に対応できるよう相談体制を整備するとともに、見舞金や家事援助をはじめとする日常生活の

支援など、犯罪被害者等が日常生活や社会生活を円滑に営むことができるように支援を行いま

す。 

 なお、専門的知見のある人材を配置するなど、相談体制や見舞金の支給金額、支給要件、ま

た、日常生活支援の支援要件など、具体的な支援策につきましては、現在検討を進めていると

ころでございます。 

 次に、今後の進め方についてですが、パブリックコメント手続で、市民の皆様からいただき

ました御意見に対しまして、今月中に本市の考え方をお示しする予定でございます。 

 また、パブリックコメント手続による御意見なども参考に作成した条例案につきましては、

令和６年第１回定例会に提出いたしまして、議案を可決いただければ、条例にのっとり犯罪被

害者等への支援の取組を着実に進めてまいりたいと考えております。 

 次に、介護人材についてお答えをいたします。 

 まず、第８期介護保険事業計画における介護人材確保策の実施状況についてですが、介護人

材の確保につきましては、第７期計画に比べて予算を大幅に増額し、介護職員の定着促進や負

担軽減に向けた取組として、介護分野の未経験者を対象とした入門的研修や外国人を含む多様

な人材確保のための宿舎の整備に対する補助、介護施設の大規模修繕とあわせて行う介護ロボ

ット・ＩＣＴ導入への補助など、新たな事業を進めてまいりました。 

 入門的研修につきましては、毎年50人程度が受講を修了しております。宿舎の整備は２件、

大規模修繕とあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴ導入につきましては、現在整備中のものを含

めて13件となっております。このほか、研修受講費用の助成や介護ロボットセミナーの開催な

ども、従来から継続して実施しております。 

 次に、介護人材確保の課題と次期計画の取組についてですが、課題といたしましては、今後、

介護サービスを必要とする方のさらなる増加が見込まれる中、本市の財政状況を十分に勘案し

ながら、必要な介護サービスを提供するために、介護人材確保につきまして強化していく必要

があるものと認識をしております。 

 次期計画におきましては、介護分野への新規就労の促進のための事業者や市民、学生への働

きかけ、介護職員の負担軽減、定着促進や資質の向上、事業者が処遇改善加算を取得するため

の支援など、これまで以上に取組を充実していくことによりまして、質の高い介護人材を確保

できるよう、幅広い施策展開を検討してまいります。 

 次に、産後ケアについてお答えします。 
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 まず、産後ケア事業の利用状況についてですが、出産後の母親のケアは、安心して子育てを

する環境整備のために重要な施策と考えておりまして、平成29年度の事業開始以降、利用しや

すい制度となりますよう、利用料の減額や日帰り型の追加などの改善を図ってまいりました。 

 利用件数は年々増加してきており、宿泊型と訪問型は、開始当初と比べて３倍程度に増加し、

昨年度から開始した日帰り型につきましても、８月までの利用件数で比較しますと、今年度は

昨年度の２倍程度に伸びております。定期的に利用者アンケートを実施しておりますが、今年

度のアンケートでは、選択肢が増え、利用しやすくなった。日帰り型を利用でき、休息が得ら

れたなどの声が寄せられております。 

 次に、事業充実のための課題と取組についてですが、アンケート結果では、１歳まで利用可

能にしてほしい。利用料金が負担であるとの声もいただいておりますことから、利用期間の拡

充などが課題であると認識をしております。 

 利用期間の拡充につきましては、１歳まで拡充した場合に、受入れ可能な施設がどれくらい

あるかなど、事業者側の実施体制の確認を進めているところであります。今後も利用者の声に

耳を傾け、より使い勝手のよい制度となるよう改善を図ってまいります。 

 次に、こども未来応援プランに基づく施策についてお答えをいたします。 

 まず、生活困窮世帯等への学習支援についてですが、小学５、６年生に対し実施しておりま

す学校外教育バウチャー事業は、学習面だけでなく習い事や体験活動などにも利用できる制度

でありますが、学習支援という観点で捉えましても、令和３年度、４年度ともに、利用者に占

める学習関係での利用率は80％を超えておりまして、利用者からのアンケート結果でも、学校

のテストや通知表の成績が上がった、もっと学びたい気持ちが強くなったなどの意見が多くあ

るなど、児童の学習面の向上におきましても一定の成果があったものと考えております。 

 また、中学２、３年生を対象に実施しております学習・生活支援では、高等学校等への進学

に必要な基礎学力の向上を図るための学習支援とともに、生活習慣、育成環境の改善を図るた

めの生活支援を行っております。 

 本事業に参加した者の進学率は、参加をしていない生活保護受給世帯の者の進学率に比べて

高くなっておりまして、一定の成果があったものと考えております。 

 さらに、今年度からの新たな取組といたしまして、生活保護受給世帯の中学１年生に対しま

して、学習・生活支援事業の体験授業へ参加勧奨などを行うことで、学習意欲の醸成に努めて

まいります。 

 最後に、子どもの居場所づくりについてですが、本年７月からは、子どもたちの森公園にお

きまして、国の補助事業を活用し、放課後から夜にかけて保護者などがいない状態で過ごす子

供を対象に、勉強や遊びなど、自由に過ごせる居場所を提供するモデル事業を実施しておりま

して、一定数の利用者がいることから、ニーズはあるものと認識をしておりますが、引き続き

事業効果などを見極めてまいります。 

 また、どこでもこどもカフェにつきましては、令和元年度の事業開始時には４団体であった

ものが、本年９月時点では22団体となるなど、年々実施団体が増加している状況であります。 

 地域における子どもの居場所につきましては、第１次実施計画におきまして、３年間で６か

所の増加を目標として掲げていることから、今後も引き続き、運営団体への支援とともに、市

民ボランティアなど担い手の育成に取り組んでまいります。 

 さらに、子ども食堂におきましては、食事の提供だけにとどまらず、安全な居場所としての
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重要な役割を果たしておりまして、事業者団体のイベント支援や食材寄附の調整のほか、運営

面のサポートを行うなど、子供たちが利用しやすいよう情報提供に努めております。 

 以上でございます。 

○副議長（麻生紀雄君） 青柳副市長。 

○副市長（青柳 太君） 市長答弁以外の所管についてお答えします。 

 初めに、食品ロス削減についてお答えします。 

 まず、食品ロスの現状と計画策定の目的についてですが、本市では、令和４年度の家庭系可

燃ごみのごみ組成測定分析で、食品ロスに該当する手つかず食品が1.5％、食べ残しが0.8％、

合計で2.3％となっており、家庭系可燃ごみ量、年間約15万6,000トンに対する食品ロス量は約

3,600トンと推計しております。また、事業系食品ロス量は、国が公表している事業系食品ロ

ス量の推計値をもとに算出し、令和３年度に約7,500トンと推計しております。 

 食品ロス削減推進計画は、これまでの食品ロス削減の取組を一層充実させ、また、各取組を

総合的かつ計画的に推進し、食品ロス削減を図ることにより、脱炭素やごみの減量にもつなげ

ることを目的として策定したものであり、他の焼却ごみの減量に関する取組との整合を図るこ

とが肝要であることから、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に内包したものであります。 

 次に、削減目標に向けた今後の施策展開についてですが、計画は、目標年次を一般廃棄物

（ごみ）処理基本計画と同じ2032年度と定め、国の食品ロス削減目標などをもとに、家庭系食

品ロスは、2032年度までに2,900トン以下に、事業系食品ロスは、コロナ禍前の水準を基準と

し、8,200トン以下に削減することとしております。 

 数値目標の達成に向けては、食品ロスの発生抑制に加え、消費者行動、事業者活動を見直す

きっかけづくりとして、地域や事業者、国、他自治体など多様な主体と連携し、講習会や講座

などの啓発を実施するとともに、企業や個人からの食品の寄附を生活困窮者等へ提供するフー

ドバンクなどの既存の活動がより充実するための支援やマッチングサイトアプリなどＩＣＴを

活用したフードシェアリングの仕組みづくりに積極的に取り組んでまいります。 

 また、やむなく発生した食品ロス対策として、生ごみ減量処理機の購入補助など、引き続き、

再資源化施策を推進いたします。今後も、各事業の進捗管理を適切に行い、数値目標の達成を

目指してまいります。 

 次に、アニメツーリズムの取組についてお答えします。 

 まず、令和４年度の取組と実績についてですが、昨年度は、本市を舞台としたアニメ作品

「やはり俺の青春ラブコメはまちがっている。」を活用し、誘客イベントを開催いたしました。

作品に描写されるスポットを明示した聖地巡礼マップを作成するとともに、スタンプラリーや

グルメラリーでは、限定ノベルティグッズをプレゼントするなど、アニメファンにとって特別

感のある市内周遊を促すイベントとなりました。 

 このイベントは、本年１月下旬から約２か月間にわたり開催し、参加者数は延べ5,000人以

上、経済効果は5,000万円以上と推計され、地域経済の活性化及び本市の認知度向上に貢献で

きたものと受けとめております。 

 また、日本郵便株式会社では、昨年６月に同アニメ作品を活用したオリジナルフレーム切手

セットを本市及び市原市内で販売したところ、２か月足らずで完売しており、人気アニメ作品

を活用した観光振興の可能性を実感したところであります。 

 次に、今年度の取組と今後の方向性についてですが、本市を舞台とする人気アニメ作品は複
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数あることから、昨年度から対象を広げ、アニメ作品を活用した観光振興をさらに進めてまい

りたいと考えております。 

 現在、限定ノベルティの魅力向上や市外からの参加者にも分かりやすいスタンプラリーを案

内するなど、誘客イベントを開催する方針で、版権を有する事業者等と調整を進めております。 

 今後も、イベント参加者や参加事業者からの意見を踏まえながら、本市を舞台としたアニメ

作品を最大限活用し、本市の魅力を国内にとどまらず、海外のファンに向けても情報発信して

いきたいと考えております。 

 次に、食のブランド化推進についてお答えします。 

 まず、これまでの取組についてですが、千葉市食のブランド千は、現在、24の商品と４つの

サービスの、合わせて28品を認定し、各種ＰＲや販路拡大を進めております。昨年度からは、

認定品のよさを消費者の皆様に直接知っていただくため、料理教室を活用した取組を推進して

おり、料理教室の参加者等、延べ１万8,000人以上に対し食のブランド千と認定品のＰＲを行

いました。 

 また、そごう千葉店と連携し、本年４月から、地下１階食品売り場に千コーナーを新設して

おり、認定された加工食品の常時販売を開始したほか、認定品のイチゴやトウモロコシ、ブル

ーベリー等を取り扱ったフェアを開催するなど、認定品の旬に合わせたイベントも行っており

ます。 

 さらに、今月１日には、イオンネクスト株式会社のＥＣサイト、グリーンビーンズに、新た

に千ブランド特設コーナーが開設され、実店舗に加え、オンラインでの新たな販路も確保した

ところであります。 

 次に、今後の取組についてですが、新たな販路拡大の機会を捉え、食のブランド千や認定品

のＰＲをさらに強化していくことが必要であると考えております。 

 そこで、１週間の延べ利用者数が1,000万人を超えるＪＲ総武線各駅停車の車内において、

今月18日から24日まで、食のブランド千のデジタル広告を放映し、食のブランド千と認定品の

購入場所のＰＲを行うことで、販売促進を図る予定であります。また、今月21日には、オンラ

イン料理教室のライブ配信により、認定品のおいしい食べ方を提案し、より多くの皆様に認定

品の魅力をお伝えしてまいります。 

 さらに、現在、第４回認定品の発表に向けた準備を進めており、来月には認定品を公表する

予定であり、認定品数の充実強化を行ってまいります。 

 今後も、引き続き食のブランド千のＰＲや民間事業者と連携した販路拡大を強化することで、

農産物や加工食品の付加価値向上を進め、農業者の皆様の所得向上を図ってまいります。 

 次に、都市部における緑地保全についてお答えします。 

 まず、現在の本市における民有緑地保全の取組状況についてですが、緑は潤いある生活環境

と魅力ある景観を形成し、癒やしやアクティビティの場として市民の健やかな心身を育むこと

に寄与しており、本市においては、都市緑地法に基づく特別緑地保全地区、市民緑地制度のほ

か、本市独自の制度として、市民の森や保存樹林を活用し、都市における緑地の保全を図って

おります。 

 いずれも、土地所有者が緑地を持ち続けられるよう、特別緑地保全地区及び市民緑地につい

ては相続税や固定資産税などの税負担の軽減措置、また、市民の森及び保存樹林は、本市から

の奨励金の交付を行って、土地所有者の御理解と御協力をいただきながら、民有緑地の保全に
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取り組んでおります。 

 次に、民有の緑地、樹林を残していくための国の動向についてですが、国土交通省では、来

年度概算要求・税制改正要望として、地方公共団体への支援強化を図る観点から、国の指定法

人が特別緑地保全地区等の買い入れ等を行う制度を創設しようとしております。この制度にお

いては、同法人が買い入れた緑地を地方公共団体が長期割賦で買い戻すことを可能とし、買い

戻しの際に社会資本整備総合交付金の活用ができるものであります。 

 また、ネイチャーポジティブやカーボンニュートラル、グリーントランスフォーメーション

等の実現を目指すという世界的な潮流を踏まえ、グリーンインフラ推進戦略2023が本年９月に

策定されました。 

 この中では、自然と共存する社会を目指し、金融も含めた多様な主体の取組促進や実用的な

評価・認証手法の構築、地方自治体への交付金による支援の充実等が掲げられております。 

 次に、今後の取組についてですが、今年度からスタートした、緑と水辺のまちづくりプラン

2023においても、縄文の昔から育まれてきた本市の民有緑地を含む豊かな緑と水辺をストック、

資産と捉え、その機能をグリーンインフラとして生かしていくため、様々な施策に取り組んで

いくこととしております。 

 そうした中で、緑地保全の施策等を効果的、効率的に進めていくためには、民有緑地を含め、

緑地の保全や活用の方針を明確にする必要があることから、まずは、本市の都市部における緑

地の量や質などの現況を把握するため、樹林地現況基礎調査を実施し、緑地カルテを作成する

予定であり、これに基づき、保全すべき緑地の優先度の評価項目の設定、緑地保全における課

題を抽出し、有識者等からの意見も踏まえ、緑地保全基本方針の策定を進めたいと考えており

ます。 

 また、緑地保全の推進を図るためには、国等による制度的な支援等も必要であることから、

緑地の土地所有者に対する税負担の軽減措置の拡大や新たな取組である緑地保全支援事業の推

進などについて、本市の提案により、九都県市首脳会議の首脳要望として取りまとめ、本年11

月に市長から国に直接要望したところであり、今後も、適宜、国等への働きかけを行ってまい

ります。 

 次に、稲毛海浜公園のリニューアル事業についてお答えします。 

 まず、公園の利用状況についてですが、稲毛海浜公園では、都市型ビーチのポテンシャルを

最大限生かすことができるよう、官民連携によるリニューアル事業に取り組んでおり、令和元

年度のいなげの浜の改修以降、グランピング施設や海へ延びるウッドデッキ整備、プールのリ

ニューアルなどを順次進めてまいりました。 

 直近の年間利用者数は、昨年度のプールやスポーツ施設などの有料施設で約56万人、リニュ

ーアル前の平成30年度の約65万人に対して約14％の減少となっておりますが、これは花の美術

館の休館や新型コロナウイルス感染防止対策を講じてのプール営業などが影響したものと考え

ております。 

 一方で、海へ延びるウッドデッキの整備により、新たな観光スポットとなったいなげの浜は、

利用者が同時期の比較で約２倍に、第１、第２駐車場の利用台数が約1.6倍に増加しており、

また、新型コロナウイルス感染症の取り扱いが変わった今年度は、スポーツ施設などで一層の

利用が進んでいると感じております。 

 民間事業者のノウハウ等による夕暮れのビーチにおける音楽イベントの開催やたき火のでき
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る区画の設置、ビーチハウスでの飲食提供など、海辺のロケーションを生かした取組を進めた

ことがコロナ禍にあった期間を通じて来園者の呼び込みにつながったものと考えております。 

 次に、今後の事業予定についてですが、現在休館中の花の美術館の前庭エリアにおいて、来

年１月までプレオープン中のドッグランは、利用者のニーズを把握した後、来年春にレストラ

ンと合わせてグランドオープンを目指しております。また、温室棟とアトリウム棟は、来年夏

を目途にデジタル技術を活用し、四季の変化を映像と植物で表現する空間へとリニューアルす

る計画となっております。 

 さらに、海水浴シーズンの拠点となるビーチセンターを来年夏までに建てかえるほか、現ビ

ーチセンター解体後の跡地で各種のサウナなどを楽しむことができる温浴施設の整備を始める

予定であります。 

 このように、第１駐車場から海へ延びるウッドデッキへ続く公園の主要動線沿いに魅力的な

施設ができることで、公園を訪れる楽しみがこれまで以上に増えるとともに、滞在環境の充実

や海辺に足を運ぶ新たな機会が創出されるものと考えております。稲毛海浜公園が年間を通じ

てにぎわう公園となるよう、引き続き取組を進めてまいります。 

 次に、街路樹のデータベース化についてお答えします。 

 まず、これまでの取組状況についてですが、街路樹情報をデータベース化し、予防保全型の

維持管理につなげることで、業務の効率化並びに市民サービスの向上に資するものと考えてお

ります。このため、令和３年度から、モデル路線のデータベース化に取り組んでおり、これま

でに合計12路線、約2,000本の樹木に番号ラベルを取りつけ、位置情報、樹高、幹周や樹木の

状態などの街路樹情報のデータを収集いたしました。 

 現在は、この作業の中で課題として認識した位置情報の精度向上のための具体的な手法や効

率的な維持管理につながるデータ項目の整理を行っているところであります。また、収集した

データベースを持続的に管理、運用していくためには、効率的でより使いやすいシステムの構

築が重要であることから、情報システム業務を手がける事業者へのヒアリング調査をあわせて

実施しております。 

 次に、今後の取組についてですが、街路樹データベースから詳しい街路樹情報を速やかに得

ることで、市民の皆様からの問い合わせ等への迅速かつ的確な対応につながることや数量や状

況等把握の基礎的な資料とすることで、業務の効率化を図ることが可能となると考えており、

引き続き、街路樹情報のデータ収集を進めてまいります。 

 また、街路樹データベースを活用して、個々の街路樹のあるべき姿を整理し、これに則した

計画的な維持管理業務を進めることができるよう、データベース化のより具体的な内容につい

て検討を進めてまいります。 

 さらに、市民の皆様が街路樹やその維持管理状況などの情報を把握できるとともに、街路樹

に親しみを持っていただけるような情報発信の手法や内容についても、調査研究してまいりた

いと考えております。 

 次に、河川事業の推進についてお答えします。 

 まず、これまでの取組と課題についてですが、本市では、河川氾濫などによる浸水被害の軽

減を図るため、国庫補助事業である都市基盤河川改修事業により、平成６年度から勝田川の改

修に着手し、28年度に接続する印旛放水路の流下能力に合わせた改修が完了しており、令和３

年度からは新たに支川都川の改修に着手しております。 
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 また、本市の管理河川である坂月川につきましては、平成20年度から改修に着手し、30年度

に接続する都川の流下能力に合わせた改修が完了しております。なお、現在千葉県が進めてい

る都川の改修につきましては、丹後堰公園付近より下流の整備が概成していると聞いておりま

す。 

 河川の改修は、渇水期での施工を基本としているため、施工期間が限られることや一般的に

軟弱地盤対策等に期間や多額の費用を要することなどから、整備が長期間にわたることが課題

となっております。 

 最後に、今後の取組についてですが、現在、河道拡幅を進めている支川都川につきましては、

本川である都川合流部から平山大橋までの約3,500メートル区間について、令和11年度の完了

を目指しております。 

 なお、今回の台風13号などで浸水被害が頻発している仁戸名町については、近接する支川都

川の改修を令和７年度までに進める予定であり、今後、下水道の雨水施設計画と連携を図り、

治水安全度の向上に努めてまいります。 

 また、千葉県が管理する都川については、護岸整備や多目的遊水地の用地買収を進めており、

村田川については、護岸の補修や流下阻害となる樹木の撤去などを継続的に実施していくと聞

いております。引き続き、河川事業の推進について、千葉県と連携し、積極的に取り組んでま

いります。 

 以上でございます。 

○副議長（麻生紀雄君） 教育長。 

○教育長（鶴岡克彦君） 初めに、キャビネットの更新についてお答えします。 

 まず、第２次キャビネットの成果と課題についてでございますが、成果としまして、校務シ

ステムにおいて、指導要録の作成等の多様な機能の活用により情報共有や業務の効率化を進め

ることができました。学習システムでは、個人で作成しました学習指導用データを教職員間で

共有し、授業の工夫及び改善につなげることができました。また、情報漏えいのリスクを減ら

すため、キャビネット端末起動時の２要素認証やデータの外部媒体への持ち出し制限等を行い、

セキュリティ事故発生防止に大きく貢献しております。 

 課題としまして、端末の起動が遅いことやシステムの切りかえに手間がかかることといった

利便性の改善及びネットワーク回線の増強が必要であることと認識しております。 

 次に、成果と課題を踏まえました第３次キャビネットの更新についてでございますが、シス

テム構成の見直し及びシステム性能の強化により、キャビネット端末の起動・認証・システム

切りかえなどの速度を改善し、待機時間を短縮することにより、教職員の負担軽減や業務の効

率化を図ります。 

 また、学校規模に応じて回線を増強するなど、日常的なギガタブの一斉利用に対応するほか、

デジタル教科書の本格導入や全国学力・学習状況調査のＣＢＴ化においても、対応可能なネッ

トワーク環境の整備を図ってまいります。 

 次に、不登校児童生徒への支援の状況と今後の方向性についてお答えします。 

 まず、多様な学びの機会や安心できる居場所の提供についてでございますが、様々な理由で

教室に入ることができず、教室以外の別室に登校する児童生徒への常駐の支援員としまして、

ステップルームティーチャー計４人を小学校２校、中学校２校に配置いたしました。これによ

りまして、継続的な指導、支援を行うことができるようになり、児童生徒の不安が軽減されて
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おります。 

 また、教育支援センター、ライトポートに小学生専用教室を開設いたしました。通級児童に

寄り添うなど、発達段階に応じたきめ細かな支援を行うことにより、情緒の安定、集団生活へ

の適応等につながっております。 

 さらに、フリースクール等民間施設との連携強化におきましては、引き続き、運営経費の一

部の助成や学習支援などの事業委託等を行うことで、児童生徒の多様な学びの機会の実現につ

なげております。 

 次に、専門家を活用した相談体制の充実についてでございますが、本市では、複雑化、困難

化する不登校に対応するため、心理や福祉の専門家を活用した相談体制の構築が重要と考え、

推進しております。 

 スクールカウンセラー活用事業では、小学校大規模校とライトポートへの配置を拡充すると

ともに、新たに夜間中学へ配置いたしました。専門家に相談する機会を確保したことで、児童

生徒や保護者の思いに寄り添った対応ができております。 

 また、教育センターに家庭訪問カウンセラーを配置したことで、重篤なケースへの派遣に加

え、児童生徒はもとより、保護者へのアウトリーチ的支援も行うことができ、自宅に引きこも

りがちな児童生徒の学びの場への復帰や将来的な社会的自立につなげております。 

 次に、今後の不登校児童生徒支援の方向性についてでございますが、不登校対策パッケージ

の評価、見直しを行い、専門人材の拡充を含めた体制づくりをさらに推進することで、個に応

じた支援や働きかけを行いまして、増加する不登校児童生徒に対応してまいります。 

 また、不登校の未然防止に努めるため、教職員への研修を充実させるとともに、リーフレッ

トなどを配布し、保護者等に対しても周知や啓発を行ってまいります。 

 今後は、誰ひとり取り残されない支援体制の構築を確かなものにするため、学びの多様化学

校について調査研究を進めるなど、不登校児童生徒支援に向けたさらなる取組について検討し

てまいります。 

 次に、教職員の働き方改革の取組についてお答えいたします。 

 まず、教員のなり手の確保についてでございますが、これまで、教員を目指す大学生等に対

しまして、教育だよりちばによる周知やパンフレットの配布などにより、教員の魅力発信の取

組を実施してまいりました。 

 これに加え、本年10月、千葉県との共同による公立学校教員採用サイトを立ち上げ、学校現

場で働く姿、教員の魅力、ライフスタイル等について紹介したＰＲ動画を配信するなど、教員

のなり手を新たに発掘するための取組を進めております。 

 次に、年度途中の教員不足対策についてでございますが、今年度から産休・育休代替教員の

加配定数による支援を行うとともに、病気休暇などの休暇等を補助するための正規教員を１人

増員し、２人配置としております。 

 今後は、教職員が安心して働くことができる職場環境の構築に向け、産休・育休代替教員の

加配定数による支援の対象職種を養護教諭、栄養教諭等まで拡大することや病気休暇などの休

暇等を補助するための正規教員の拡充を検討してまいります。 

 次に、支援スタッフの配置充実についてでございますが、専科指導のための非常勤講師の活

用による小学校高学年における一部教科担任制の推進や部活動指導員の配置拡充を行うととも

に、スクールカウンセラー及び教員業務支援員を全校配置しております。このほか、様々な支
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援スタッフを配置することにより、教員の負担軽減に努めております。 

 今後も、児童生徒への教育の充実はもとより、学校における働き方改革の推進のため、支援

スタッフの配置充実を図り、教員が本来行わなければならない業務に専念できる環境づくりに

努めてまいります。 

 次に、キャリア教育についてお答えします。 

 まず、現状についてでございますが、本市では、社会的、職業的自立に向けて必要な基盤と

なる能力などの育成を通して、キャリア教育の充実を図ってまいりました。教職員の資質向上

のため、キャリア教育に関わる研修を実施し、実践方法の周知と小中学校の連携を推進してお

ります。また、授業内容の充実に向け、職業体験学習の協力企業の拡充とキャリア教育教材の

改訂を行っております。さらに、市長部局と連携し、起業家体験学習や技術職等啓発冊子ＳＴ

ＹＬＥＳの周知なども実施しております。 

 最後に、課題と今後の方向性についてでございますが、課題としまして、様々なキャリア教

育の実践が進められている中で、それぞれのつながりや狙いが体系的に整理されていないこと

や学校現場にキャリア教育の進め方等が浸透していないことが挙げられます。 

 今後は、本市のキャリア教育の取組を体系的に整理をし、学校等において、より一層取組や

すくなりますよう、新たな基本方針の策定を進めてまいります。 

 そして、この基本方針に基づきまして、児童生徒が自分のよさや可能性に気づき、自信を持

って生活できますよう、キャリア教育のさらなる充実に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○副議長（麻生紀雄君） 時間を延長いたします。亀井琢磨議員。 

○29番（亀井琢磨君） ただいまは、神谷市長、大木副市長、青柳副市長、鶴岡教育長より、

それぞれ御丁寧な御答弁を賜りまして、誠にありがとうございました。 

 ２回目は、時間の関係から、幾つかの分野に絞って意見、要望を申し上げたいと思います。 

 初めに、新年度予算編成についてであります。 

 物価高騰による影響が市政運営に幅広く及ぶ困難な局面の中で、本市の強みをさらに磨き上

げる投資を行い、市民が安心して暮らせるまちづくりや未来に向けて持続的に発展するまちづ

くりに取り組もうとする神谷市長の力強い思いを伺うことができました。 

 新年度予算においては、こうした取組に注力することに加え、物価高騰への対応についても、

物価の状況や国、県の動向を見極めながら、迅速かつ的確な対策を講じていただくなど、市民

の日々の豊かな暮らしを支えるとともに、地域のさらなる活性化に取り組まれるよう要望いた

します。 

 あわせて、引き続き財政健全化路線を堅持しながら、将来にわたって持続可能な都市運営の

確立につなげるべく、未来を見据えた事業展開を求めるものであります。 

 次に、転入促進、転出抑制の取組についてです。 

 今回の答弁で、今後、居住地選択に関心のある若い世代の中から、本市への転入を働きかけ

るターゲット像を定めるとともに、本市の魅力をＰＲする効果的な情報発信に取り組むという

ことが確認できました。 

 ＰＲ動画につきましては、今後作成予定と伺っておりますが、その内容については、多くの

ターゲットの目を引いたり、関心を持ってもらったり、そして本市に住んでみたい、行ってみ

たいと思えるものとしていただくとともに、この動画を入り口として、市外在住者はもとより、
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現在本市に住んでいる市民の皆様も含む多くの人々に、本市が選ばれ続ける都市となるよう、

本市ならではの魅力発信に努められるようお願いを申し上げます。 

 次に、子ども医療費助成制度についてであります。 

 今定例会に条例改正議案が提出されましたことを踏まえ、改めて本市の考え方を確認いたし

ましたが、全ての子供の保健の向上のため、所得制限を設けずに順次対象年齢の引き上げを行

っていることや経済的負担の大きい世帯への配慮を行いながら、保護者に一定の負担額をいた

だいていることなどについて、おおむね理解をいたしました。 

 今回の改正により、本市の制度は、県内最高水準となり、非常に充実したものとなり、子育

て家庭にとって負担軽減は大きな応援になると考えます。来年８月の制度改正に向け、遺漏な

く準備を進めていただくことを期待申し上げます。 

 次に、児童虐待対策についてです。 

 児童相談所については、２所化したことにより、児童虐待への対応の迅速化や個々の支援に

ついても、よりきめ細かな対応が可能になったこと、両所においても、合同会議や研修などを

通じて、援助方針の平準化を図る取組が行われていることが確認できました。今後においても、

このような取組を継続され、児童相談所による迅速かつ的確な児童虐待対応に向けてさらなる

体制強化につながるよう、また、２所化し物理的に距離が離れても、業務を行う上で支障が生

じることのないよう組織体制の検討をするとともに、両所が相互に情報共有を図れる体制を整

備されますようお願いをいたします。 

 子ども家庭総合支援拠点については、先行して設置した３区において、児童相談所や母子健

康包括支援センターとの連携強化が図られていること、また、個別ケース検討会議や家庭訪問

の頻度などが増加し、これまで以上にきめ細かな支援が可能になったことが確認できました。

これらの取組が来年度設置される３区でも実施され、地域との連携もこれまで以上に強化され

ることを要望いたします。 

 また、様々な虐待ケースに対応することができるよう、適切な専門職の配置や職員の虐待対

応能力の向上につながる人材育成に力を入れていただくことも求めておきます。 

 次に、動物愛護の推進についてであります。 

 動物愛護の推進については、これまでも会派としても、私個人としても、様々な取組につい

て要望してきたところでありますが、本年度は、猫の馴化部屋の整備、市獣医師会の協力によ

る収容動物の治療の開始、ボランティアの協力などによって長期に収容されていたわんちゃん

の馴化トレーニングを経て譲渡につながったことなど、着実に施策の推進に取り組まれている

ものと評価するものであります。 

 動物保護指導センターの再整備については、現在、動物愛護管理行政のあり方を検討され、

候補地選定作業を進められているとの御答弁でありましたが、今後も引き続き、市民やボラン

ティアの皆様などからの要望を踏まえ、センター再整備を早期に着実に進めていただきますよ

う強く要望いたしますとともに、それまでの間の施策の充実、拡充についても御検討賜ります

よう、よろしくお願いいたします。 

 次に、犯罪被害者等支援条例についてですが、弁護士や学識経験者だけでなく、犯罪被害者

の御遺族の方々からも意見を聴取し、支援策を検討してきたことは、本市が犯罪被害者等に寄

り添った支援を行う上でも、とても大事なことだと思っております。 

 具体的な相談体制や見舞金の支給額等、現在検討中とのことですが、本市が具体的にどのよ
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うな支援を行うかは、周辺の自治体にも少なからず影響を及ぼすものだと思いますので、他の

自治体に劣らない支援策になるよう検討をお願いいたします。 

 また、本年、刑法が改正され、性犯罪に関する規定が見直しをされました。深刻な犯罪、憎

むべき犯罪の１つが性犯罪であります。不同意性交などの性犯罪の被害者についても、当然、

支援の対象としていただきたいと思いますし、また、性犯罪被害者は男女の区別はありません

が、被害の多くは女性であることから、女性が相談しやすい体制づくり、そしてこれまでも行

っておりますが、関係機関との連携強化など、要望をいたします。 

 次に、斎場についてです。 

 千葉市斎場は、平成17年の供用開始以来、本市の火葬を担っており、例年12月から２月にか

けて火葬が集中し、今年については、特に死亡者が増加したということにより、死亡から火葬

までに長い時間を要している状況について理解をいたしました。 

 全国的には、2040年が我が国の死亡者のピークとされ、本市においては、その数年後がピー

クになると言われておりますが、当局におかれましては、答弁にありましたように、短期的な

取組はもとより、中長期的な方策についても早急に検討され、必要な対応を図られるよう、お

願いを申し上げます。 

 次に、保育の質の向上についてです。 

 幼児教育・保育のバージョンアップ宣言に掲げた各種の施策に着実に取り組むことにより、

保育の質のさらなる向上を図られていることを評価いたします。 

 特に、幼児教育・保育人材支援センターについては、本市の幼児教育・保育人材の資質向上

や離職防止のための拠点になる施設として大いに期待をしておりますので、来年４月の開設に

向け、委託事業者と緊密に連携しながら、万端の準備を整えていただくようにお願いをいたし

ます。 

 また、公立保育所における３歳以上児への主食提供に関しては、多忙な保護者の負担軽減に

資する取組として、これは高く評価をいたします。令和６年度からの段階的な実施を検討して

いるということですので、引き続き、着実に検討を進めていただくよう求めておきたいと思い

ます。 

 次に、こども未来応援プランに基づく施策についてです。 

 生活困窮世帯等への学習支援のうち、学校外教育バウチャーについて、利用者に占める学習

関係の割合やアンケート結果で、学習面においても一定の成果があることが確認できました。

しかし、この事業は、趣旨に御賛同いただいた方からの寄附を原資としており、寄附による収

入が不安定であるため、事業を継続して実施することに課題があると考えます。 

 継続して事業を実施していくため、これまでの事業効果の検証を行い、対象世帯や対象年齢

の拡大も含めて事業内容を検討した上で、必要な財源をしっかり確保していただくことを求め

たいと思います。 

 子どもの居場所づくりについて、貧困の状況にある子供を含め、全ての子供たちが安全・安

心に過ごせる地域の居場所の確保が着実に進められていることが確認できましたが、今後も一

層の充実が図られますように引き続き要望いたします。 

 また、子どもたちの森公園における放課後から夜にかけての居場所を提供するモデル事業に

ついては、一定数の利用者がおり、確かなニーズがあることから、事業効果について検証を行

い、効果が見込める場合は、本格実施に向けて検討いただきますよう求めておきたいと思いま
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す。 

 次に、食のブランド化推進についてであります。 

 千葉市食のブランド千をより多くの方に知っていただくために、新たに料理教室を活用した

取組を行い、１万8,000人を超える方に認定品のよさを直接知っていただける機会を創出した

ことやそごう千葉店と連携し、常設の販売コーナーを確保するとともに、季節に応じたフェア

を開催することで、認定品の販路拡大に貢献したことは大いに評価したいと思います。 

 特にＥＣサイトへの千ブランド特設コーナーを設置できたことは、千葉市民だけでなく、首

都圏の消費者の皆さんに千葉市の農畜産品をＰＲできる絶好の機会であると考えます。この好

機を生かし、千葉市食のブランド千をさらに発展させ、真に農業者の所得向上に資するものと

するためには、市内外を問わず、多くの方に千葉市食のブランド千を知っていただき、認定品

を購入していただくようになることが必要です。 

 そのためにも、千葉市民はもとより、首都圏の住民に対しましても、料理教室や千葉市食の

ブランド千のフェア等を行うことで、この千葉市食のブランド千の認定品のＰＲや販売促進の

強化に取り組まれることを求めておきたいと思います。 

 次に、都市部における緑地保全についてです。 

 様々な制度によって、民有緑地の保全が進められていることが分かりました。また、さらな

る緑地保全の推進に向け、神谷市長自らが国に対し、税制措置の拡充や新たな緑地保全制度の

創設など、働きかけを実行されていることについても大いに評価するものであります。 

 本市の緑を守っていくことは、ひいては地球規模で見ても環境を守っていく一端を担うもの

であります。土地所有者が民有地のまま緑地を持ち続けられるような仕組みづくりや特に価値

ある緑地については、公有地化を進めていくことを強く要望するとともに、今後、策定を予定

されている緑地保全方針の動向を注視していきたいと思っております。 

 続いて、河川事業の推進についてであります。 

 治水機能の根幹となる河川は、一度氾濫すると家屋への浸水被害や交通機能の麻痺など、市

民生活に多大な影響を与えることから、治水対策の推進は、市民生活を守るためにも極めて重

要であり、事業の推進に当たっては、施工時期の制限や軟弱地盤対策等に期間を要するなど、

整備に時間を要することは承知いたしましたが、今後も県と連携を図り、早期完成に向け効率

的に事業を推進するとともに、適切な維持管理に努められますよう強く求めておきます。 

 また、財政的な課題もある中ではありますが、事業の進捗に遅れが生じないよう、国費の継

続的な予算確保についても確実に実施していただきますよう要望いたします。 

 それから、不登校児童生徒への支援についてであります。 

 本市において、不登校児童生徒への支援として、様々な理由で教室に入ることができない児

童生徒を支援するためのステップルームティーチャーによる居場所づくりや家庭訪問カウンセ

ラー等の専門家を活用した相談体制の充実、また、フリースクール等民間施設との連携強化に

努めていただいていることが分かりました。 

 不登校児童生徒への支援は、学校に復帰することのみを目標にするのではなくて、児童生徒

が自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立することを目指す必要があると考えます。本市に

おきましても、不登校児童生徒の多様な学びの機会の確保や教育相談機能の拡充など、不登校

児童生徒一人一人の状況に応じたさらなる取組を期待いたします。 

 次に、教職員の働き方改革の取組についてです。 
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 教職員の皆さんが心身ともに充実して子供たちと向き合い、誇りややりがいを持って職務に

従事できる環境を整備することは、学校教育の発展につながります。 

 本市においても、教員全体の年齢層の若年化に伴い、産休や育休を取得する先生が増加して

いることから、出産休暇や育児休業等による年度途中の教員不足が生じないよう、産・育休代

替教員の加配定数による支援制度の充実を図るとともに、病気休暇などの休暇等を補助するた

めの正規教員をさらに増員するなど、誰もが働きやすい職場環境を構築していただきますよう

要望いたします。 

 また、教職員の専門性を生かしつつ、児童生徒と向き合う時間を十分確保し、真に必要な教

育を持続的に行うことのできる環境をつくるため、専科指導のための非常勤講師や教員業務支

援員等、支援スタッフのさらなる配置・拡充も要望するものであります。 

 以上、意見、要望を申し上げてまいりました。 

 最後になりますが、今回の代表質問、御答弁を通じまして、市政を取り巻く様々な課題への

対応や本市のさらなる発展に向けた施策について、当局の取組状況やお考えを確認することが

できました。 

 一方で、現下の物価高騰の影響は、市民生活や事業活動に大変深刻な影を落としております。 

 国では、新たにデフレ完全脱却のための総合経済対策を策定し物価高への対策を進めるとと

もに、地方の成長実現、社会変革の推進に総合的に取り組むこととしておりますが、市民、国

民の暮らしをしっかり守ることが政治、行政の使命、役割であると思います。 

 本市におきましても、市民や事業者の実態を十分に把握され、必要な分野にはしっかりと温

かな支援の手を差し伸べるとともに、持続的発展に向けて効果的な投資を行うなど、ぜひ的確

に対応されますことをお願い申し上げます。 

 最後の最後に、少しまだ気が早いかもしれませんが、今年の様々なこの種まきが見事に花開

き、来年が明るくよい年となりますように、神谷市長をはじめ、行政職員の皆様、そして市議

会の先輩・同僚議員の皆様のさらなる御奮闘と御健勝、そして市民の皆様の御健康と御多幸を

お祈り申し上げまして、会派を代表しての質問を終わらせていただきたいと思います。 

 長時間にわたり御清聴いただきまして、ありがとうございました。以上でございます。（拍

手） 

○副議長（麻生紀雄君） 亀井琢磨議員の代表質問を終わります。 

 以上で、本日の日程は終了いたしました。 

 明日は、午前10時から会議を開きます。 

 本日は、これをもって散会といたします。御苦労さまでした。 

午 後 ５ 時 ７ 分 散 会 

────────────────────────── 
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